




目　　　　　　次

Ⅰ　短期調査員の派遣 …………………………………………………………………………… 161

　１　調査員派遣の経緯と目的 ………………………………………………………………… 161

　２　調査員構成 ………………………………………………………………………………… 161

　３　調査日程 …………………………………………………………………………………… 162

　４　質問状 ……………………………………………………………………………………… 164

　５　主要面談者 ………………………………………………………………………………… 165

　６　主要面談録 ………………………………………………………………………………… 168

Ⅱ　調査結果 ……………………………………………………………………………………… 177

　１　調査項目ごとの調査・協議結果 ………………………………………………………… 177

　２　団長所感 …………………………………………………………………………………… 194

　３　主要協議結果 ……………………………………………………………………………… 196

　４　オンビリン炭鉱における安全確保対策 ………………………………………………… 203

付属資料

　資料１　協議議事録（Ｍ／Ｍ）………………………………………………………………… 213

　資料２　鉱山総局への書簡 …………………………………………………………………… 288

　資料３　インドネシア国石炭鉱業技術向上短期調査（坑内採炭技術ニーズ調査）

　　　　　報告書 ………………………………………………………………………………… 289

　資料４　インドネシア国石炭鉱業技術向上短期調査（参加型計画調査）報告書 ……… 344

　資料５　短期調査員収集資料リスト ………………………………………………………… 364

　資料６　オンビリン炭鉱安全性確認調査議事録 …………………………………………… 366





－ 161 －

担当分野 氏　名

１ 団長・総括 加藤　正明

２ 研修計画 稲見宏一郎

３ 保安技術 柿田　毅 　

４ 電気・環境技術 立野　博昭

５ 機械技術 堂前　巌

６ 採掘技術 瀬尾　勝彦

７ ニーズ調査 児玉　秀夫

８ 参加型計画 南坊　博司

９ 協力企画 西宮　康二

Ⅰ　短期調査員の派遣

１　調査員派遣の経緯と目的

　インドネシア政府の要請を受け、2000年３月に事前調査団を派遣し、インドネシア側関係機関

との協議を通じて要請の背景、計画の妥当性、協力の基本計画等を調査し、プロジェクト実施の

可能性を確認し、協議結果を協議議事録（Minutes of Meeting）に取りまとめた。

　この事前調査団の調査･協議結果を踏まえ、インドネシアの民間炭鉱や国立大学を含めた関係

各機関との協議を通じて、要請背景を確認するとともに、それぞれの現状と人材育成ニーズを調

査し、その結果を基に詳細な年間活動計画（ＡＰＯ）、研修計画、プロジェクト・デザイン・マ

トリックス（ＰＤＭ）、供与機材計画（仕様を含む）及び機材配置計画を完成させ、すべての協

議結果を協議議事録（Ｍ／Ｍ）に取りまとめ、署名を行うことを目的として、短期調査員を派遣

した。

２　調査員構成

現　職

国際協力事業団　鉱工業開発協力部
鉱工業開発協力第二課　課長

財団法人石炭エネルギーセンター
国際協力部　副部長

財団法人石炭エネルギーセンター
国際協力部　調査役

住友石炭鉱業株式会社　特別嘱託

太平洋炭礦株式会社　事業部
プロジェクトマネージャー

三井松島リソーシス株式会社
事業部取締役　事業部長

三井鉱山エンジニアリング株式会社
資源開発第２部　副部長

住友石炭鉱業株式会社　開発調査部　部長

国際協力事業団　鉱工業開発協力部
鉱工業開発協力第二課　ジュニア専門員
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専門家（技術）
電気･環境技術､機械技術､保安技術
採掘技術（６月11日出発）

移動　JL725 （成田 10:55発→
Jakarta16:25着）

09:00　ＪＩＣＡ事務所打合せ

13:00　鉱山総局（要請背景確認）

午前　移動 GA510（Jakarta10:35発→
Balikpapan13:45着）
午後　移動　Balikpapan→ Samarinda

午前　民間炭鉱PT. Kitadin Embalut
（各分野現状調査）
午後　民間炭鉱PT. Tanino Harum　　
（各分野現状調査）

午前　民間炭鉱PT. Fajar Bumi Sakti　
（各分野現状調査）
午後　民間炭鉱PT. Bukit Baiduri　　
（各分野現状調査）

終日　民間炭鉱PT. Indominco Mandiri
（各分野現状調査）

午前　移動　Samarinda→ Balikpapan
午後　移動　GA511
（Balikpapan14:45→ Jakarta15:40）

各分野現状調査結果整理

午前　移動　Jakarta → Bandung
午後　鉱業技術人材開発センター
（ＭＤＣＭ）（研修計画）

終日　ＭＤＣＭ（研修計画）

終日　ＭＤＣＭ（研修計画､機材仕様）

終日　ＭＤＣＭ(研修計画､機材仕様）

終日　ＭＤＣＭ（研修計画､機材仕様）

午前　移動　Bandung→ Jakarta

午後　研修計画、機材仕様調査結果整
理

午前　機材調査結果整理
午後　移動　GA162
（Jakarta13:40発→ Padang15:20着）

午後　移動　Padang→ Sawahlunto

終日 オンビリン鉱業専門学校
（ＯＭＴＣ）（機材配置計画）

３　調査日程

日順 月日 曜日

１ ６月４日 日

２ ６月５日 月

３ ６月６日 火

４ ６月７日 水

５ ６月８日 木

６ ６月９日 金

７ ６月10日 土

８ ６月11日 日

９ ６月12日 月

10 ６月 13日 火

11 ６月 14日 水

12 ６月 15日 木
マホメット
降誕祭

13 ６月 16日 金

14 ６月 17日 土

15 ６月 18日 日

16 ６月 19日 月

専門家（官団員）
団長、研修計画、協力企画

移動　JL725（成田 10:55発→
Jakarta16:25着）

専門家（コンサルタント）
ニーズ調査、参加型計画

移動　JL725（成田 10:55発→
Jakarta16:25着）

午前　移動　Jakarta →Bandung
午後　鉱業技術人材開発センター
（ＭＤＣＭ）（ニーズ調査､ＰＣＭ調査）

午前　ＭＤＣＭ（ニーズ調査､ＰＣＭ
調査）

午後　移動　Bandung→ Jakarta

終日　資格制度調査

移動　GA520（JKT07:30発→
Banjarmasin10:10着）

移動　Banjarmasin → Tanjung

午前　PT. Adaro 炭鉱（ニーズ調査、
ＰＣＭ調査）
午後　移動　Tanjung→ Banjarmasin

午前　移動　GA521
（Banjarmasin10:50発→Jakarta11:30着）

午後　資料整理

終日　資料整理

午前　PT. Kaltim Prima 本社
（ニーズ調査、ＰＣＭ調査）

午後　移動　GA512（Jakarta16:20発→
Balikpapan19:30着）
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日順 月日 曜日

17 ６月 20日 火

18 ６月 21日 水

19 ６月 22日 木

20 ６月 23日 金

21 ６月 24日 土

22 ６月 25日 日

23 ６月 26日 月

24 ６月 27日 火

25 ６月 28日 水

26 ６月 29日 木

専門家（技術）
電気･環境技術､機械技術､保安技術
採掘技術（６月11日出発）

専門家（官団員）
団長、研修計画、協力企画

専門家（コンサルタント）
ニーズ調査、参加型計画

09:00　ＪＩＣＡ事務所打合せ
10:00　日本大使館表敬

午後　移動　GA162（Jakarta13:40発→
Padang15:20着）

07:30　移動　Padang→ Sawahlunto
午前　ＯＭＴＣ（サイト視察）
・機材配置計画妥当性検討

午後　ＯＭＴＣ（対処方針協議）
・訓練生の確保について
・資金調達について
・年間予算について
・今年度及び今後の研修計画について

午前　ＯＭＴＣ（対処方針協議）
・過去の類似案件について
　（豪州プロジェクトの教訓）
・他機関との協力について
午後　ＯＭＴＣ（環境調査）
・治安状況聴取
・現地調達の可能性について
・衛生･医療状況について

15:00　移動　Sawahlunto→ Padang

午前　移動　GA161（Padang09:20発→
Jakarta11:00着）
午後　国家開発企画庁
（ＢＥＰＰＥＮＡＳ）（援助政策協議）

午後　鉱山総局（ＰＣＭ説明）

午前　石炭局（ＤＯＣ）
（ＪＩＣＡ上原専門家と対処方針協議）
・資格付与について
・インドネシアの地方分権化について
・地方分権化の影響について
・石炭工業界の民営化について

午後　団内総合打合せ会議

ミニッツ添付資料作成

終日　鉱山総局（ミニッツ案協議・作
成）

終日　鉱山総局（ミニッツ案修正）

午前　鉱山総局（ミニッツ締結）

午後　ＪＩＣＡ事務所報告

午後　日本大使館報告

移動　JL726 （Jakarta 23:30発→）

移動　JL726（→成田8:40着）

終日　ＯＭＴＣ（機材配置計画）

終日　オンビリン炭鉱（安全調査）

午前　移動　（Sawahlunto→ Padang）

午後　パダン国立大学協議

（以下は官団員に同じ）

午前　移動　Balikpapan→ Samarinda

午後　PT. Kitadin Embalut 炭鉱
（ニーズ調査、ＰＣＭ調査）

午前　PT. Bukit Baiduri Enterprise炭鉱
（ニーズ調査、ＰＣＭ調査）
午後　PT. Fajar Bumi Sakti 炭鉱
（ニーズ調査、ＰＣＭ調査）

午前　鉱山エネルギー省州事務局
（ニーズ調査、ＰＣＭ調査）

午後　移動　Samarinda→Balikpapan
午後　移動　GA511
（Balikpapan14:45→ Jakarta15:40）

終日　ニーズ調査

（参加型企画は､簡易報告後、帰国）
移動　JL726（Jakarta 23:30発→）

移動　JL726（→成田8:40着）

（以下､ニーズ調査は官団員に同じ）
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４　質問状

　調査前に各炭鉱に送付した質問状の概要を以下に示す。

〔炭鉱概要〕

・炭鉱名

・所在地

・埋蔵量（Measured、Indicated、Inferred、Minable、）

・地質条件：可採炭層数、平均炭丈、炭層傾斜

・採掘方法  （露天、坑内）（技術レベル）

・年間生産量（ｔ／年：露天・坑内）1999 年実績

・生産計画  （ｔ／年：露天・坑内）2000 年、2005 年、2010 年

・従業員数：管理者・坑内技術者／労働者・坑外技術者／労働者

　　　　　　有資格者数（保安統括者、発破係員、その他）

・ 操業日数、操業方数

〔将来計画〕

・生産計画（坑内・露天）

・坑内開発の問題点

・採炭方法及び掘進方法（技術レベル）

〔環境関連〕

・選炭工場と工程、選炭歩留まり

・選炭廃水の処理方法

・露天採掘跡の復旧方法

・環境・選炭関係での問題点または改善すべき点

・環境・選炭分野で習得が必要な技術分野

〔人材育成〕

・技術者労働者（平均勤続年数、学歴、Takeover Rate）

・社内教育／研修の実施状況

・社外教育／研修の実施状況

・不足している人材（技術）、分野と人数

・人材育成のために確保している費用の実態

・自社としての人材育成計画

・従業員の坑内掘技術研修計画

・研修を希望する技術分野

・坑内採掘専門の実技研修所の必要性
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〔その他〕

・外国機関（含む、日本企業等）との技術協力・人材育成に関する協力に関する実績（その

内容と機関）

・災害統計

・保安体制（保安日誌、保安部、保安図、救護隊等）

・監督局への連絡体制

・本プロジェクトに対する興味、派遣の可能性、財務的裏づけ、要望事項等を書面にて提出

希望。

５　主要面談者

〈インドネシア側〉

（1）国家開発企画庁：National Development Planning Agency

Mr. Harim Ishak, Head of Mining Division, Bureau of Electricity, Energy Development & Mining

（2）鉱山エネルギー省：Ministry of Mines and Energy

東カリマンタン事務所：East Karimantan Regional Office

Mr. Istiardjo, Head of General Manager

西スマトラ事務所：Kantor Wilayah Propinsi Sumatra Barat

Mr. Darwiyanto Sutrisno, Direcror

Ir. H. Syamsuriezal Syafei, Chief of Mining Division

（3）鉱山総局：Directorate General of Mines

Mr. Suruna T. Djajadiningrat, Director General

（4）鉱山総局石炭局：Directorate of Coal （ＤＯＣ）

Mr. Usman bangun, Deputy Director

Mr. Masafumi UEHARA, JICA Expert

（5）鉱業人材開発センター：Manpower Development Centre for Mines （ＭＤＣＭ）

Mr. Ahmad Thabri Akma, ME., Head of MDCM

Dr. Ir. Irwan Bahar, Instractor / Coordinator

Mr. Machpudin Afip, Head of Mining Equipment and Machinery Manpower Section

Mr. E. Zen Ch,.
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Mr. Morsudi Sudarisman, Instractor

Mr. Mulyyono, Head of Mining Engineering Division

Mr. Jajat, General Administration

Mr. Wawan, General Administration

Mr. M. Ridha Sanusi, ME., Head Administration and Management Manpower Division

Mr.Drs. Eppy Wahyu Parma, B.E. Head Safety and Environment Section

Mr. Zul Ichwan, M. E., Head Mineral Processing

Mr. Nasrul Siregar, S.H., Functional / Inspector

（6）オンビリン炭鉱：PT. Tambang Batubara Bukit Asam (Persero)

Mr. Iwan Setiawan, General Director

Mr. Arifin Thaib, Deputy General Manager

Mr. Mustafa, Administrative Manager

Mr. Oscar Madin SH., Public Relation Manager

Mr. Datui, Mine Safety Manager

Mr. Eco, Producing Manager

Mr. Muztor Sjab, Personnel & General Affair Manager

（7）オンビリン鉱業専門学校：Ombilin Mines Training College

Mr. Asmara Karma, Deputy Principal

（8）西スマトラ州立パダン大学：Universitas Negeri Padang

Prof. DR. H. Zainil, M.A., Pembantu Rektor II

Drs. Sumantri, MT, LPIU Program DUE － Like

Drs. Mardi Radyice

Drs. Raimon Wapa

Drs. Syansul

Drs. Tamrin

Drs. Rijai

Dr. Murtin

Dr. Nurh

Drs. Idrus
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（9）キタディン炭鉱：PT. Kitadin

Mr. Syrlisman, Mine Manager

Mr. Harry Eras Hardono, UG/SF Superintendent

（10）ブキットバイドリ炭鉱：PT. Bukit Baiduri Enterprise

Mr. Eko, Site General Manager

Mr. Srihartoyo, Ka. Tehnik Tambang

Mr. Arief, Manager Mine Geology

（11）ファジャブミサクティ炭鉱：Fajar Bumi Sakti

Mr. Ramli Ahmad, Operation Manager

Mr. Husin Tohir Bangil, Coal Preparation & Handing Manager

Mr. Wahyu Sriwijayanto, Planning & Engineering Superintendent

Mr. Bambang Eko Raharjo, Underground Coordinator Superintendent

（12）タニトハルム炭鉱：PT. Tanito Harum

Mr.Supriyadi, Mining engineer

（13）インドミンコマンディリ炭鉱：PT. Indominco Mandiri

Mr. Tmh. Sianturi, Deputy Mine Manager

Mr. Irman Rifai, Mine Engineering Department Head

Mr. Ika Riawan, Geology Data & Modeling Superviser

〈日本側〉

（14）在インドネシア日本国大使館

八山幸司二等書記官

（15）インドネシアＪＩＣＡ事務所

庵原宏義所長

米田一弘次長

田中啓生所員
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６　主要面談録

　今回訪問したジャカルタの鉱山総局（ＤＧＭ）、東カリマンタン州の各炭鉱、バンドンの鉱業

人材開発センター（ＭＤＣＭ）、西スマトラ州サワルント市のオンビリン鉱業専門学校

（ＯＭＴＣ）及びオンビリン炭鉱において確認した内容を以下に記す。

６－１　鉱山総局（ＤＧＭ）表敬

日時：６月５日 15:00 ～ 16:00　

主要面談者：Surna 総局長

内容：地方分権化の進む中、ＯＭＴＣは地方の人材育成で有意義である。プロジェクト終了後

も自国で、継続していく考えである。安全性の観点から、模擬坑道での研修も理解でき

るが、坑内実習は不可欠と考える。

６－２　鉱山エネルギー省東カリマンタン事務所調査

日時：６月６日 17:00 ～ 18:00　

主要面談者：Istiardjo 所長、ほか

内容：インドネシアの石炭生産量7,300万トンの約半分はカリマンタンである。坑内堀への期

待は大きいが、すぐに開発とはいえない。坑内堀は保安・環境・経済性の問題があり、

この克服のためにも日本の技術協力は不可欠。一方、地方分権化によりこのKAN-WIL

もなくなるだろうが、地方の人材育成は重要であり中央政府のバックアップなしには教

育機関の構築は不可能。しかしインドネシアは広く、１箇所の教育機関だけでは簡単に

普及できない。また、中央政府から地方に移管される前に、特に炭鉱の保安・環境面の

リスクを明確にした制度を構築する必要があり、中央政府の的確なコントロール機能が

不可欠。

６－３　PT.Kitadin 炭鉱調査

日時：６月７日 8.30 ～ 12:00　

主要面談者：Syarlisman 炭鉱長、ほか

内容：資格は保安統括者と発破があり、発破資格はＭＤＣＭ及びＤＭＥから講師が来て５日間

の講習を行い、資格証を取得。資格証の更新は２年。講師の旅費等は民間が負担。

ＯＭＴＣの旅費負担により送る人材は左右される。国による旅費負担を期待。（Mr.Zul

談：ＯＭＴＣの旅費は国が負担）Kitadin としては研修期間約２か月単位で、３名程度

は可能と考える。大学卒以外の受講も可能にしてほしい。技術課題：粉塵測定、先進ボー

リング、防爆検定、坑道維持等の技術
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６－４　PT.Bukit Baiduri 炭鉱調査

日時：６月７日 13:30 ～ 16:30

主要面談者：Eko 部長、ほか

内容：可採埋蔵量は約 3,500 万トン、年産 130 万トンで生産を続けても近い将来坑内堀に移行

することはない。しかし、地方環境管理庁より沈澱池（選炭排水）は汚濁（SS）

200mg ／ｌ、pH6.0 ～ 9.0 に規制されており、この分野へは人材を送りたい。

６－５　PT.Fajar Bumi Sakti 炭鉱調査

日時：６月８日 9:30 ～ 12:00　

主要面談者：Ramli 管理課長、ほか

内容：可能な限り人員を送りたい。費用を負担してもらえれば多数の参加可。自社負担が多け

れば２名程度の参加となろう。期間は２か月程度が適当。800名の坑内員のほとんどは

学歴が低い。地方分権化に伴い県知事は将来カリマンタンにも研修センターを設立する

ことを表明している。1994 年のガス爆発で５名の死者を出した。

６－６　PT.Tanito Harum 炭鉱調査

日時：６月８日 13:30 ～ 16:30　

主要面談者：Supriyadi 採鉱技師、ほか

内容：坑内開発計画図は既に作成しているが、いいパートナーが見つからない。坑内開発の考

えはあるが、いつとは言い難い。しかし、坑内技術者の育成は必要でありＯＭＴＣプロ

ジェクトには期待する。研修期間は１か月程度と考える。

６－７　PT.Indominco Mandiri 炭鉱調査

日時：６月９日 10:00 ～ 16:00

主要面談者：Sianturi 部長代理、ほか

内容：露天採掘を始めたばかりで、坑内堀開発はここ10年～ 20年は予定していない。現在選

炭はしていないが、将来選炭工場の建設計画はある。

６－８　ＭＤＣＭとのプロジェクト内容協議

日時：６月 12 日 13:00 ～ 16 日 16:30

主要面談者：Thabri Akma 所長、Irwan コーディネーター、Mulyono 部長、ほか

内容：ＭＤＣＭと行った協議事項と主な確認項目を下記に示す。
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1） カリキュラム

a） 採掘技術コース

　インドネシア側より坑内実習は必要との要望あり。これに対し模擬坑道で対応する

も、必要に応じては坑内見学も実施と返答。地上ボーリングも要望されたが、実技は

含まない範囲で概要については行う。地質解析は行う予定であり、この分野に含まれ

ると返答。

b） 保安技術コース

　保安も坑内実習が必要。なるべくシミュレーションを取り入れてほしい。この件に

対し、技術移転は模擬坑道を主に行うが、必要に応じて坑内見学は実施。また、通気

システムでは実測データを用いシミュレーションを実施する予定。その他爆発実験等

も取り入れると返答。

c） 機械技術コース及び電気技術コース

　特に要望等なし。

d） 環境技術コース

　品質管理と選炭工場からの排水処理を対象に行うと説明。しかし、インドネシアか

ら露天掘の環境問題は大きな課題となってきており、是非行ってほしいとの要望あり。

そこで、短期専門家で対応したい旨説明。

e） 研修スケジュール

　Ｃ／Ｐから研修生への研修について、専門家からＣ／Ｐへの技術移転には最低1年

は必要だろうから、実際の研修生の研修は2年目以降から行いたい。また、初年度か

らは研修生の人数も不明であり、予算確保できないとインドネシアから要望あり。こ

れに対し、日本側も研修生の予算の確保は重要であり、Ｃ／Ｐへの技術移転が進んだ

段階で研修生への研修をスタートした方がよいと返答し、インドネシア側の考えに同

意した。

f） 供与機材及び仕様

　インドネシアからメンテナンスを考慮して機材選定を行ってほしいとの要望があっ

た。また、CADシステム（優先Ｃ）及びキャップランプ（優先Ｂ）は必要性が高いの

で優先Ａへ上げてもらいたいとの強い要望あり、優先Ａに変更することで了承した。

一方、日本側からインドネシア（ＯＭＴＣ）の保有している機材で使用可能なものは

共有したい、特にプランジャーポンプとコンプレッサーについては機材リストに明記

したい旨説明したところ、インドネシア側もこれを了承した。なお、環境技術の機材

選定に対しては、研修センター（研究所ではない）を念頭に置き、メンテナンスや操

作性を考慮し、優先順位をつけた旨説明した。
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g） Ｃ／Ｐの配置

　初年度は10名、２年度以降は15名を配置する計画であることを確認した。この配

置計画はＭ／Ｍに添付するので、ジャカルタでのＭ／Ｍ調印までに準備するよう依頼

した。

h） 予算（実績、ローカルコスト）

　ＯＭＴＣの予算実績を以下に示す。

　　1997 年：20 億ルピア

　　1998 年：3,400 万ルピア

　　1999 年：3,500 万ルピア

　　2000 年：3億 6,000 万ルピア

　このＯＭＴＣの予算実績をＭ／Ｍに添付するので、調印までに準備するよう依頼し

た。本プロジェクトに対するローカルコストの中で、ＪＩＣＡ専門家の事務所につい

て確認したところ、仮事務所として現在のＯＭＴＣ講師の事務所を改築するとの説明

があり、2001年に新規事務所を建設する計画であることを確認した。そこで、ローカ

ルコストには新規建設費（事務所、ラボラトリー等）と機材の運搬費やメンテナンス

費等を盛り込むよう依頼した。

i） 資格制度

　インドネシアで現有する鉱山の資格は技術管理者資格と発破資格の２つである。こ

の資格はＤＭＥ（鉱山技術局）が認可している。監督官はＭＤＣＭでの３週間の研修

により、修了書が授与される。したがって、事前調査時に添付されているのは資格で

なく、16の職種であることが判明した。この 16職種のうち、上記の２職種（技術管

理者と発破）のみが資格化されている。しかしながら、残りの職種も今後資格化され

ていくとともに、新たな職種もさらに追加されるとのことである。

j） 地方分権化とプロジェクトへの影響

　地方分権化により中央から地方自治体（州、県、市町村）に権限が移管されていく

ことになり、監督官や許認可を担当する県レベルは全国で約350あり、１つの県レベ

ルで５～６人と考えると、全国で1,500人程度の人材育成が必要となる。したがって、

この人材育成を行うためにもこのプロジェクトは有意義と考える。また、地方の権限

が高まり地方自治体の本プロジェクトに対する協力も期待できる。

k） 安全対策

　坑内実習は原則として行わないものの、必要に応じては入坑せざるを得ないと考え

る。そこで、日本側としては坑内の安全を確認し確保するために、安全評価委員会（仮

称）を設ける準備が進められている。この調査団が９月ごろオンビリン炭鉱を訪問す
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る予定であることを説明し、関係者への協力を要請した。

６－９　ＯＭＴＣ及びオンビリン炭鉱調査

日時：６月 19 日 9:00 ～ 21 日 16:30

主要面談者（ＯＭＴＣ）：Asmara 副校長、ほか

主要面談者（オンビリン炭鉱）：Arifin 副所長、Dadzui 保安部長、ほか　

内容：ＯＭＴＣ及びオンビリン炭鉱との確認事項を以下に記す。

a） ＯＭＴＣの活動状況

・オンビリン炭鉱の保安教育を実施中。30～40名／期（３日間）を４期に分けて実施。

・金属鉱山の保安面のコンサルタント実施中。（現地派遣：６週間経過）

・パルプ製紙工場に派遣し、救急法の研修を実施した。（１月に実施済み）

・その他、研修施設を提供し、使用料をもらっている。

　（市職員の教育とか）

b） 新規建屋

　ＭＤＣＭで確認した仮事務所の間取り及び新規事務所、ラボラトリー、模擬坑道等の

建設場所を現地確認するとともに、プロジェクトで使用する機材（プランジャーポンプ、

コンプレッサー）について再確認した。また、本年度進めている研修生宿舎の改装状況

も併せて確認した。

c） オンビリン炭鉱安全性確認調査

　オンビリン炭鉱の坑内の安全性に関する調査を実施した。主な項目は以下のとおりで

ある。なお、この調査については、別途整理したので参照されたい。

・関連法規、保安規程

・災害状況（ここ 10年間）

・監督官点検及び頻度

・保安対策実施内容（保安指示、保安点検、保安委員会、保安日誌、通気点検、保安

月間、保安表彰など）

６－ 10　鉱山エネルギー省西スマトラ事務所調査

日時：６月 22 日 11:00 ～ 12:40

主要面談者（ＯＭＴＣ）：所長、鉱山部門部長

内容：西スマトラ事務所との協議内容を以下に記す。

　当方より冒頭、短期調査員の目的とともに、特に専門家、Ｃ／Ｐの安全確保への配慮、本

プロジェクトのサステナビリティー確保の方策が重要な争点と考えている旨説明し、西スマ
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トラ事務所からの必要な行政的な支援を求めたところ、先方の対応は次のとおり。

a） ＯＭＴＣについては、西スマトラ州議会でもその活性化について議題になるなど、

極めて重要な位置づけ。西スマトラの石炭は、露天掘可採年数が残すところ数年と限

界に近づいており、埋蔵量が１億トンと想定される坑内堀への転換は必至の状況。

b） ＯＭＴＣの活動の継続性については、西スマトラに大小含めた炭坑があるほか、同

地域以外の炭坑からの需要を考慮すれば、問題はないと確信。

c） 地方分権に関する制令に基づき、地方政府にも鉱山責任者を置く必要があるが、人

材はほとんどいないのが実情であり、人材育成は急務の課題。また、地方分権化に伴

い、開発に附随する環境、健康問題や鉱山保安の側面も顕在化することが予想され、

その面からもＯＭＴＣによる人材育成の果たす役割は大きい。

d） 当事務所では、ＯＭＴＣに対する予算確保の面での支援はできないが、西スマトラ

各炭坑との連絡／調整の面で、プロジェクトを支援したい。

e） 今後、ＯＭＴＣの活動を継続するうえで、西スマトラに限らず各炭坑関係機関への

広報活動を行うことは重要。また、大きな炭坑では独自の教育制度を有しているとこ

ろもあるので、ＯＭＴＣ独自の売り物を打ち出すことも肝要。

　当方から、地方分権化に伴う本事務所の役割の変化について質したところ、以下の回答が

あった。

a） 現在は中央政府の出先機関として当事務所があるほか、地方政府自身に同様の機関

があるが、制令施行後は基本的にはこれらが合併して中央の出先機関がなくなること

になる。

b） 鉱物に関しては、これまで国にとって重要な鉱物は直接国の出先機関が担当し、砂

利、石灰等の鉱物については地方政府が行っていたが、制令後はこれらを１つにして

地方政府が扱うことになる。

c） ただし、詳細については今後の調整を待たねばならないが、中央の出先も一挙にな

くなるとは限らず、場合によっては例えばスマトラ全体で１つの出先、あるいは２つ

の地域に分けて２つの出先機関に再編されることも考えられる。

６－ 11　西スマトラ州立パダン大学調査

日時：６月 22 日 13:00 ～ 15:00　　

主要面談者：パダン大学各学部の教授

内容：パダン大学との協議内容を以下に記す。
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　当方より冒頭、短期調査員の目的を説明するとともに、パダン大学に近く鉱山学科が開設

される点に関連し、本プロジェクトとパダン大学との連携の可能性として、例えば、大学教

授の本プロジェクトの研修講師としての参加、あるいは学生の実技研修としてのＯＭＴＣ研

修プログラムへの参加の可能性の有無について質したところ、先方の対応は次のとおり。

a） 当大学は、1999年８月に州立大学として位置づけられ、工学部、教育学部、理学部、

社会科学部、文学部、保健学部の６学部から構成。鉱山学科は、Ｄ３という３年間の

ディプロマコースで、現在認可申請中であるが、この８月から32名の生徒をもって開

講される計画。教授陣もバンドン工科大学で教育された人材が９名配置予定。

b） ＯＭＴＣプロジェクトとの連携に関しては、次のことが考えられようが、いずれに

せよ連携に対する期待は極めて高い。①当大学教授陣のＯＭＴＣプロジェクトで行わ

れるセミナーや各種会議等への参加、学生の実地研修としての参加、②将来の課題と

して、教授陣の技術開発のための連携、③日本の大学との学術交流。また、土木、機

械、電気・電子学科などはかつて世銀の協力もあり教材用設備が充実しているが、鉱

山学科はそれらに乏しいところ、設備面での協力もいただければありがたい。

　これに対し、当方より次のとおり回答。

a） 人材育成は短期間でできるものではなく、５年間の協力期間を念頭に、まずは①の

交流から着実に始めることが肝要。

b） 設備について、日本側より、かつて視察した結果を報告するとともに、学生が

ＯＭＴＣの実技研修に参加することにより、そこで日本から供与された諸機材を活用

する方が有効と思料する旨発言。

c） 日本側よりインドネシアと九州大学で行われている学術交流の事例を紹介し、

ＪＩＣＡ以外の協力も含めて、各種連携を実現するには専門家との密接な対話が重要

である旨説明。

　また、先方より、本プロジェクトのＣ／Ｐとして教授陣を派遣することの可能性について

質問があったところ、当方より、パダン大学からＣ／Ｐを受け入れることは可能と考える

が、Ｃ／Ｐとしての配置期間、研修内容を含め、プロジェクトのカリキュラムの詳細が詰っ

た段階で検討すべきと回答。

　さらに、本会議に参加したＭＤＣＭに対し、過去ＯＭＴＣプロジェクトとの連携に関し、

申請したにもかかわらず中央政府の手続きが進捗しなかった事例を踏まえ、いかなる手続き

をとるべきか質問があったが、ＭＤＣＭからは、近々に鉱山総局長がスマトラ州知事を訪問
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し、地方分権について協議する予定があるところ、その機会をとらえて総局長に直接連携の

必要性を説明してはいかがかとの示唆があった。

６－ 12　計画投資省（ＢＡＰＰＥＮＡＳ）表敬

日時：６月 23 日 14:00 ～ 15:00　

主要面談者：Halim Ishak 電気・エネルギー開発／鉱山局

　　　　　　奥山ＪＩＣＡ専門家

　陪席：Mr. Machpudin Afip, MDCM

　　　　Mr. E.Zen Ch., MDCM ほか１名

内容：ＢＡＰＰＥＮＡＳとの協議内容を以下に記す。

　当方より冒頭、本プロジェクトの背景、短期調査員の目的、及び特に専門家、Ｃ／Ｐの安

全確保への配慮、本プロジェクトのサステナビリティー確保の方策が重要な争点と考えてい

る旨説明するとともに、ＢＡＰＰＥＮＡＳに対しプロジェクト実施の前提としてＪＩＣＡ専

門家事務所及び分析・試験・集中監視棟の新規建設に必要な予算措置を求めたところ、先方

の対応は次のとおり。

a） ＪＩＣＡ側から指摘があったとおり、サステナビリティーの確保は重要な問題と考

えているが、今般大臣書簡が出されたとおり、これまでＰＴＢＡが保有していた

ＯＭＴＣ資産がすべてＭＤＣＭに移管されることから、問題はないと考えている。ま

た、地方分権に伴い地方の鉱山責任者の育成が急務であることも指摘のとおりであり、

その他インドネシア国内の熟練鉱山指導者を育成する意味からも、ＯＭＴＣに対する

期待は高い。

b） 施設のリハビリ費用については、すでに 130万 Rp. を計上しているが、新規建設の

予算措置については特別に計上していない。500万 Rp. の開発予算については額・使

用とも決定しておらず、フレキシブルな使用は可能であるが、予算に限りがあるとこ

ろ、まずは鉱山・エネルギー省との会議で新規建設の予算計上について要請をしても

らいたい。そのうえで、同省とＢＡＰＰＥＮＡＳとの間で予算配分について交渉する

こととしたい（同会議にＢＡＰＰＥＮＡＳも参加することとなった）。

　その他、当方よりカリマンタンにおけるニーズ調査結果や近く鉱山ディプロマコースを開

設するパダン大学との連携に関する報告を行った。

　会議終了後、奥山ＢＡＰＰＥＮＡＳ専門家より、本プロジェクトに対し助言があった点は

次のとおり。



－ 176 －

a） 鉱山・エネルギー省は鉱山特別会計をもっているのでローカルコスト負担は問題な

いのかも知れないが、地方分権化の制令が移行期間を経て来年５月には実施されると

聞いており、ＢＡＰＰＥＮＡＳを始め中央省庁には人件費を除き極めて厳しい予算し

か残らないことが見込まれている。

b） したがって、新規建設に関しては、鉱山・エネルギー省、ＢＡＰＰＥＮＡＳには相

当強く要請する必要があるし、場合によっては、新規建設がなくともプロジェクトが

開始できる体制を作ることも念頭に置くべきであろう。

c） また、予算が相当厳しい中、インドネシア全体としてプロジェクトのサステナビリ

ティー確保は極めて重要な課題であり、本プロジェクトにおいても、施設建設や供与

機材の維持・管理をいかにＣ／Ｐ機関自らの回転資金で賄えるかを具体的に検討すべ

き。その意味で、今回の協議では施設・機材の維持・管理に関する具体的予算措置等

について話題に取り上げ、先方の問題意識を高めるとともに、Ｍ／Ｍに残しておくこ

とが必要。
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Ⅱ　調査結果

１　調査項目ごとの調査・協議結果

項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

１　要請の背景
（1）国家計画

　要請書の内容を確認し、経済危
機後の最新の資料を石炭局
（ＤＯＣ）から入手した。

1） 全エネルギーに占める石炭の
比率は、1987年（４％）からの
十年で倍増し、1998年度に10％
に達した。
　また、1999暦年の石炭生産量
は7,360万トン（輸出5,520万ト
ン、国内1,840万トン）で、2003
暦年には１億960万トン（輸出
は7,970万トン、国内2,990万ト
ン）と予想されている。

2） 国家電力計画では、2020年に
は全発電量の60-70％は火力発
電としている。1998年度での実
績は、34％であった。

3） 日本の石炭総輸入量（1998年
実績）の約１割は、インドネシ
アからの輸入である。インドネ
シアの 1999 暦年の日本向け輸
出実績は、約 24％（1,300万ト
ン）と増加した。

4） インドネシア政府は、1997年
の通貨危機以降、貴重な外貨獲
得手段として石炭輸出を奨励し
ている。

・左記を確認する。また、
新たな国家計画がないか
どうか聴取する。

・左記の1）～4）については
変わりないことを確認した。
ただし、1999暦年の石炭生
産量は若干修正されており、
7 , 3 8 0 万トンであった。
（ＤＯＣにて最終版作成中）
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項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

（2）現状と課題
1） 現状

2） 課題

　今後のインドネシアの石炭開発
政策は、国内エネルギーと輸出需
要を満たし可能な限り石油の使用
に代えていくというものである
（石炭局資料）。

1） 石炭埋蔵量は推定366億トン、
可採埋蔵量は50億トンである。
事前調査において確認された石
炭埋蔵量は、388億7,000万トン
（推定、予想、仮想の合計）で
あった。

2）上記石炭埋蔵量のうち約45％
が、スマトラ、55%がカリマン
タンに存在する。

3） 現在、石炭生産量は、約6,500
万トンであり、今後9,700万トン
（2000 年）、１億 8,900 万トン
（2020 年）と増加する見込みで
ある。

4）石炭産業従事者は1999年に７
万 1,000 人であり、今後９万
4,000人（2010年）、13万 5,000
人（2020年）と増加する見込み
である（ＪＩＣＡ開発調査）。

1） 現状では、石炭生産の大部分
は露天掘生産となっているが、
石炭資源の多くは、坑内堀対象
地域に賦存するため、2020年ま
でには、石炭生産量の約11％が
坑内掘に移行すると予測されて
いる（ＪＩＣＡ開発調査）。

2） 2020年までに坑内掘技術者の
10倍増（1996年5,000人→2020
年５万人）が必要となる（ＪＩ
ＣＡ開発調査）。

3） 上記の坑内掘の割合の推移見
通し及びそれに伴う人材育成計
画は、今後作成することとして
いる。

・左記を確認する。

・既存及び新規民間炭鉱の
現状（概要、採掘技術、保
安技術、機械技術、電気･
環境技術、選炭技術等）
を詳細に調査する。

・可能ならば、2000年の石
炭生産状況と石炭産業従
事者数を確認する。

・左記について、現状を確
認し、坑内堀の割合の推
移見通し、及びそれに伴
う人材育成計画について
の進捗状況を聴取する。

・プロジェクト実施後の想
定される状況を聴取す
る。

・既存及び新規民間炭鉱の
課題及び問題点（事業、
採掘技術、保安技術、機
械技術、電気･環境技術、
選炭技術等）を詳細に調
査する。

・左記について変わりないこ
とを確認した。

・PT.Kitadin,
　PT.Tanito Harum,
　PT. Fajar Bumi Sakti,
　PT.Bukit Baiburi,
　PT.Indominco Mandari
　PTBA(Ombilin)
の各炭鉱を訪問し、炭鉱
概要及び各技術について
調査した。この調査結果
は、別にとりまとめる。

・2000年石炭生産量（１月～
３月）の途中集計では1,540
万トン。（ＤＯＣ資料）また、
石炭産業従事者はＤＯＣ資
料によると1999年で直轄及
び請負を含めて約３万9,000
人（直轄：２万1,000人、請
負：１万8,000人）であった。

・現状は、事前調査時と同様
であった。また、坑内掘の割
合の推移見通し及びそれに
伴う人材育成計画はまだ作
成されていない。

・しかしながら、今後の地方
分権化に伴い監督官レベル
の人材育成が必要であるこ
とが判明した。

・民間は、新規坑内掘炭鉱開
発促進のため、政策的イン
センティブ（優遇税制、補助
金等）を期待している。

・また、露天掘炭鉱を含め特
に環境技術コース（選炭廃
水処理、採掘跡リハビリ
テーション）に対する期待
が大きかった。
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（提言内容）
　炭鉱数及び坑内掘炭鉱数、石炭
生産量を考慮し「設立場所として
は、特に東カリマンタンは最適の
位置」としている（この時点では
ＯＭＴＣと豪州の研究機関との
ＪＶ計画が存在していた）。
　プロジェクトサイト選定の経緯
を聴取し、類似機関設立予定の有
無、役割分担や予算配分で競合す
る可能性について確認した。

（サイトの選定の理由）
・既存施設が活用できる
・操業中の坑内炭鉱が近くに存在
する

・石炭埋蔵量の45％がスマトラに
ある

・ジャカルタからの距離がカリマ
ンタンより近い

・インドネシアが地方分権を進め
る中、西スマトラ州政府の協力
が得られる

・パダン大学が地質鉱山学科の設
立準備のため講師を養成してお
り、相互の協力関係を構築でき
る

・石炭産業を育む土壌がある
・治安は良好である

（類似機関の設立）
　インドネシア側より、将来カリ
マンタンもしくはイリアンジャヤ
に類似機関を設立したい意向が表
明されたが、時期等の詳細につい
ては未定とのことであった。

項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

（3）ＪＩＣＡ開
発調査「イン
ドネシア共和
国石炭生産拡
大のための人
材育成Ｍ／Ｐ
調査（1997 年
３月）」
1） 設立場所

・サイト選定理由を再確認
する。

・パダン大学の地質鉱山学
科について、以下の内容
の調査を行い、結果を
Ｍ／Ｍに記載する。
a） 開設状況
b） 今後の計画
c） 講師配置状況
d） 教材、カリキュラム
e） 相互協力体制構築
f） 研修参加への可能性
g） その他関係機関

・類似機関の設立準備状況
を聴取する。将来にわた
り、持続的に研修要員を
確保するために、オンビ
リ ン 鉱 山 専 門 学 校
（ＯＭＴＣ）の優位性が
失われないような協調的
な類似機関設立計画の策
定を希望することを申し
入れる。

・選定サイトは、事前調査時
と変わりないことを確認し、
Ｍ／Ｍに記載した。

・パダン大学を訪問し、左記
内容について調査し、詳細
は報告書に取りまとめる。
パダン大学から本プロジェ
クトのＣ／Ｐに参加したい
との要望があり、この旨を
インドネシア側に伝え、今
後Ｃ／Ｐの選任において考
慮するとの同意を得た。

・類似機関の設立計画は策定
されていないものの、本案
件をモデルケースとして、
将来カリマンタンやイリア
ンジャヤに類似機関を展開
する意向があることは、事
前調査時と変化なかった。
また、民間炭鉱にも、同様の
要望が認められた。
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項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

2） 訓練生の
　確保

（提言内容）
　各炭鉱からより多くの受講者を
訓練センターに集めるには、炭鉱
関連の職員及び作業職への国家試
験や資格等の取得義務化を前提と
し、試験、資格取得のための講習
実施と、合格者への資格及び修了
証の授与が必要である。

1） ＯＭＴＣが想定している訓練
生は、Skilled Manpower（Ｍ／Ｍ
ではSupervisorsで合意した）で
ある。

2） ＯＭＴＣは、現在訓練生を受
け入れていない。

3） 2000年研修計画では、訓練生
をオンビリンにて操業中の
ＰＴＢＡ（国有石炭会社）職員
が年間175名、民間企業職員が
年間125名としている。

4） プロジェクト開始後は新卒者
は受け入れず、上記のほか、中
央及び地方政府の鉱山関連担当
者を訓練生とすることとしてい
る。

5）坑内炭鉱関連の資格は16の資
格が鉱山総局により制定されて
おり、また将来21が追加される
予定である。

6） 今後の資格制度の整備が、プ
ロジェクトの実施可能性確保に
必要である旨インドネシア側と
合意した。

・左記について、既存及び
将来のインドネシアの坑
内炭鉱関連資格制度や国
家試験の内容を詳細に調
査し、本プロジェクトの
研修内容の適合性を調査
する。

・上記の調査を基に、プロ
ジェクトの研修内容が既
存のインドネシアの鉱山
関連の資格または国家試
験の内容に適合する場合
には、ＯＭＴＣが、それ
らの認定機関または実施
機関となれるように、鉱
山総局及びＯＭＴＣに申
し入れ、これに対する協
議結果をＭ／Ｍに記載す
る。

・プロジェクトの研修修了
者には、政府機関発行の
研修修了書を授与するこ
とが、本プロジェクト開
始の前提条件であること
を説明し、この前提条件
が満たされなければ、プ
ロジェクトを開始しない
ことを説明し、その協議
結果をＭ／Ｍに記載す
る。

・プロジェクトの研修内容
を基にした新たな国家試
験及び資格制度制定の可
能性を調査する。

・事前調査時に坑内炭鉱関連
の資格は16種とあったが、
政府により承認された職制
であり、鉱山総局により資
格化され活用されているも
のは、発破と技術鉱山経営
のみであった。今後、残りの
14職制及び将来的には21職
制が追加され、漸次資格化
されていく模様である。

・左記内容を申し入れ、
Ｍ／Ｍに記載した。

・左記内容を協議し、Ｃ／Ｐ
には政府機関、プロジェク
ト共同で修了証を発行、研
修修了者には、政府機関が
修了証の発行を行うことで
合意し、Ｍ／Ｍに記載した。

・また、今後の資格制度制定
についても、プロジェクト
の研修内容に相当する新た
な資格を設けることで合意
に達し、Ｍ／Ｍに記載した。
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3） 資金調達

項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

1） 複数の資金調達案を条件（海
外援助、受講料、拠出金）を変
えて比較した結果、「インドネ
シア政府がセンターの土地、建
物を負担し、外国から専門家と
必要機材を支援してもらう場合
には、民間炭鉱の拠出金が生産
トン当たりRp19が必要となる」
という案が妥当であるとされた
　（ＪＩＣＡ開発調査）。

2） 事前調査の結果では、研修諸
費用（受講料、滞在費、交通費）
の負担は、研修生の所属先によ
り異なっていた。
・ＰＴＢＡ／民間企業（所属先
負担）

・ 中 央 ／ 地 方 政 府 関 係 者
（ＯＭＴＣ出資のローカルコ
スト）

3） ＯＭＴＣの運営費はすべて鉱
山総局からの特別会計予算及び
財政投融資予算（石炭業界から
のロイヤリティを含む）であ
る。

・民間炭鉱及び政府関係機
関のプロジェクトに対す
る人材育成ニーズを調査
し、その財務的裏づけを
行うとともに、人材育成
担当責任者のコメントを
取りつける。また、人材
育成ニーズ調査内容の要
約を取りまとめ、Ｍ／Ｍ
に添付する。

・ＯＭＴＣの2000年研修実
施状況を確認する。

・インドネシア側のプロ
ジェクトに対するこれま
での支出実績を聴取す
る。

・左記について確認する。

・左記を確認し、ＯＭＴＣ
の今年度の年間予算を含
む近年の予算額の推移を
表に取りまとめ、Ｍ／Ｍ
に添付する。

・各炭鉱の本プロジェクトに
対する期待は強く、かつ地
方分権化に伴い地方監督官
の人材育成が必要であるこ
とが判明した。

・財務的な裏づけは困難で
あったが、各炭鉱からのコ
メントは取りつけることが
出来た。

・ニーズ調査の詳細は別途報
告書に取りまとめる。

・オンビリン炭鉱との契約研
修やコンサルベースでの金
属鉱山、製紙工場、露天炭鉱
等への派遣及び受入研修を
実施していた。

・2000 年のＯＭＴＣ予算は、
ＪＩＣＡプロジェクト準備
３億6,000万Rp（468万円）
宿舎修理 , 専門家仮事務所
15億Rp（1,950万円）（2000
年７月時点F=0.013）を確認
した。

・今回の調査員には、専属の
コーディネーターが調査員
に随伴した。また、宿舎の修
理も進行していた。

・研修諸費用（受講料、宿泊
費、食費、交通費）の負担を
確認した。

・ＰＴＢＡ／民間企業／地方
関係者（ＤＩＮＡＳ）：食費、
交通費のみ所属先負担

・政府関係者：すべて国負担
（ＯＭＴＣ出資のローカルコ
スト）

・ＯＭＴＣの1997年～2000年
までの予算推移を取りまと
めＭ／Ｍに添付した。
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２　内容
（1）名称

（2）関係機関
1） 援助窓口
機関

2） 主管官庁

（3）実施機関

項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

4） 2001年度からインドネシア政
府の予算年度と暦年が同じとな
るため、ＯＭＴＣの来年度予算
要求は2000年8月、承認は12月
との説明があった。

（和）
インドネシア石炭鉱業技術向上
プロジェクト
　
（英）
Coal Mining Technology Enhance-
ment
Project at Ombilin Mines Training
College in the Republic of Indonesia

国家開発企画庁
（ＢＡＰＰＥＮＡＳ： Nat iona l
Development Planning Agency）

鉱山エネルギー省鉱山総局
（ＤＧＭ： Directorate General of
Mines,  Ministry of Mines and
Energy）

鉱業技術人材開発センター
（ＭＤＣＭ： Manpower Develop-
ment Center for Mines）

・左記を確認する。

・左記を確認する。

・左記を確認する。

・インドネシア側の予算執
行に対して日本側が採り
得る措置について協議す
る。

・左記を確認する。

・左記を確認する。

・左記に変わりなく、新予算
年度は１月～12月であるこ
とを確認した。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。

・左記に変わりないことを確
認しＭ／Ｍに記載した。

・予算計上においてＪＩＣＡ
のレターがあれば、優先度
が上がり、予算確保しやす
くなるとのインドネシア側
の説明に対し、検討すると
説明した（インドネシア側
の建屋建設に関し、団長名
の書簡を発信した）。

・ＢＡＰＰＥＮＡＳ担当者に、
ＤＧＭでの協議に参加して
もらい、予算措置について
の配慮を要請し、後日ＢＡ
ＰＰＥＮＡＳとＭＤＣＭの
両者で予算配分に関する詳
細な協議を行うことで合意
した。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。
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（4）ターゲット
　　グループ

（5）ターゲット
　　エリア

（6）上位目標

（7）プロジェク
　ト目標

（8）協力期間

（9）プロジェク
　トサイト

（10）技術移転
　　項目

項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

　訓練候補生は関係各機関及び民
間炭鉱の監督官（Supervisors）ク
ラスとし、生徒の採用権限はイン
ドネシア側にあることをＭ／Ｍに
記載した。

インドネシア全土

インドネシアの坑内炭鉱技術が向
上する。

オンビリン鉱業専門学校が坑内炭
鉱技術者（Supervisor）を養成でき
る。

Ｒ／Ｄ署名から５年間

西スマトラ州サワルント、オンビ
リン鉱山専門学校（ＯＭＴＣ）

1） 事前調査において、以下の５
個の技術移転項目について確認
し、Ｍ／Ｍに記載した。
・坑内炭鉱採掘技術
・坑内炭鉱保安技術
・坑内炭鉱機械技術
・坑内炭鉱電気技術
・坑内炭鉱環境技術

2） 坑内炭鉱採掘技術には、石炭
生産管理と地質探査の概論が含
まれる。

3） 日本側より技術移転活動には
坑内での実習と本物の火薬類を
使う実習は含まれないことを説
明し、Ｍ／Ｍに記載した。

4） インドネシア側からは、技術
移転活動には坑内での実習と火
薬類の模造品を使う実習は含ま
れるよう強い要望があり、その
旨をＭ／Ｍに記載した。

・左記を確認する。

・左記を確認する。

・左記を確認する。

・左記を確認する。

・左記を確認する。

・左記を再確認する。

・左記を確認する。

・左記の技術移転活動に
は、専門家とＣ／Ｐの安
全確保の観点から、坑内
実習及び坑内見学は、一
切含まないことを説明す
る。

・上記の代替案として、模
擬坑道を構築し、その内
部で実習を行うことを説
明する。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。

・左記に変わりないことを確
認した。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。

・左記に変わりないことを確
認しＭ／Ｍに記載した。

・左記を説明し、内容を
Ｍ／Ｍに記載した。

・インドネシア側から坑内実
習は含まれるよう強い要望
があった。

・そこで、短期調査員調査結
果を基に、坑内入坑のため
のガイドラインを作成し、
日本で安全評価委員会を組
織した後に、その委員会に
よる現地調査を経て、入坑
を伴う技術移転が承認され
る旨の説明を行い同意を得、
Ｍ／Ｍに記載した。

・左記を説明し、内容をＭ／
Ｍに記載した。
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　事前調査で確認された成果を以
下に示す。
1） プロジェクトの管理・運営体
制が確立される。
2） Ｃ／Ｐによる坑内炭鉱関連機
材の操作・保守管理体制が整備
される。
3） Ｃ／Ｐが坑内炭鉱に関する
・採掘技術者養成
・保安技術者養成
・機械技術者養成
・電気技術者養成
・環境技術者養成
各コースを開講するための基盤
が整備される。

項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

（11）成果

・左記の技術移転活動（発
破）には、火薬類は一切
取り扱わず、安全な実物
模型を使用することを説
明する。

・左記の技術移転項目と研
修カリキュラム、及び必
要機材対比表を作成提案
し、インドネシア側と協
議調整した後、結果を
Ｍ／Ｍに記載する。

・ＯＭＴＣでの機材配置計
画策定時に、オンビリン
炭鉱を訪問し、生産状
況・計画、人材育成状況･
計画、人材育成ニーズ、
研修参加の意思などにつ
いて調査を行う。

・上記調査時に、オンビリ
ン炭鉱の坑内地下構造、
採用している保安基準と
実際の保安体制、各種保
安書類等の有無、過去の
事故暦（最低 10 年前ま
で）、について調査し、関
連資料を入手する。

・左記を確認する。

・左記を説明し、内容を
Ｍ／Ｍに記載した。

・左記を協議し、技術移転項
目と研修カリキュラム及び
必要機材対比表を作成し、
Ｍ／Ｍに記載した。

・オンビリン炭鉱を訪問し、
左記内容を調査した。調査
結果は別途報告書に取りま
とめる。

・オンビリン炭鉱の保安基準
その他左記項目について調
査するとともに、関連資料
を入手した。坑内保安基準
等に関しては日本と同等で
あることが明らかとなった。
調査結果は別途報告書に取
りまとめる。

・上述の坑内保安措置安全性
評価を行うための短期調査
員は、８月下旬から９月上
旬にかけて派遣することを
申し入れた。

・左記の成果を確認し、
Ｍ／Ｍに記載した。
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4） オンビリン鉱業専門学校にお
いて坑内炭鉱に関する
・採掘技術者養成
・保安技術者養成
・機械技術者養成
・電気技術者養成
・環境技術者養成
各コースが開講されている。

　事前調査において以下の活動が
確認され、ＰＤＭ（プロジェクト・
デザイン・マトリックス）に記載
の上、Ｍ／Ｍに添付された。
1）－１計画に従い人員を配置す

る。
－２業務分掌を明確化する。
－３業務活動計画を策定す
る。

－４プロジェクトの施設､設
備を整備する。

－５年間活動計画を策定す
る。

2） －１機材の調達･据付･保守計
画を策定する。

－２機材の調達･据付･保守を
実施する。

－３機材運用・保守マニュア
ルを作成する。

－４機材運用・保守能力を評
価する。

3） －１各技術者養成コースの計
画を策定する。

－２各技術者養成コースのカ
リキュラム・教材を整備
する。

－３研修生募集計画を作成す
る。

－４研修生を募集する。
4）－１ Ｃ／Ｐが各技術者養成

コースの講義に必要な知
識を習得､講義する。

－２Ｃ／Ｐが各技術者養成
コースの現場実習に必要
な機材取り扱い技術を習
得、講義する。

－３各技術者養成コースを評
価する。

項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

（12） 活動

・左記の活動事項に変更や
追加がないかを確認す
る。

・上記を確認した後、年間
活動計画案（ＡＰＯ）と
（10）で協議を予定して
いる研修コース別カリ
キュラムとを提示し、双
方のリソースなどによる
調整を行った後に、最終
的なＡＰＯに取りまと
め、Ｍ／Ｍに添付する。

・左記の活動事項を確認し
Ｍ／Ｍに記載した。

・年間活動計画（ＡＰＯ）につ
いて協議を行い、最終的
ＡＰＯを作成し、Ｍ／Ｍに
添付した。ただし、インドネ
シア側から環境技術コース
を早くスタートさせてほし
いとの要望があり、日本に
持ち帰り検討するこことし、
その旨をＭ／Ｍに記載した。
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－４研修生の追跡調査を実施
する。

　技術移転内容及び範囲について
事前調査時に絞り込みを行い、以
下の分野の専門家派遣を決定し
た。

（長期７分野）
１　チーフアドバイザー
２　業務調整員
３　採掘技術
４　保安技術
５　機械技術
６　電気技術
７　環境技術
（短期）
１　鉱山経営評価（計画と原価管
理含む）

1） 年間３名程度

2） 事前調査で、研修員受入は現
地での技術移転活動の補完であ
ることを説明した。

1） 当初、インドネシア側は、プ
ロジェクト開始後のＦ／Ｓで要
求決定するとしていたが、事前
調査でプロジェクト開始後の
Ｆ／Ｓは実施しないことを確認
した。

項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

（13）日本側投入
1） 専門家

2） 研修員受
　入
　

3） 供与機材

・左記を確認する。

・各専門家の派遣時期につ
いては、（12）の活動内容
協議時に行い、その結果
をＭ／Ｍに記載する。

・左記を確認する。

・人数、分野、及びＣ／Ｐ
研修への派遣時期につい
ては、（12）の活動内容協
議時に絞り込みを行い、
結果をＭ／Ｍに記載す
る。

・ＯＭＴＣの既存機材のう
ち、プロジェクトに流用
可能な機材の状況を確認
し、必要機材の絞込みを
行う。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。

（インドネシア側の環境技術
コースを早くスタートさせて
ほしいとの要望に対し、その
旨をＭ／Ｍに記載した）。

・左記について変わりないこ
とを確認し、Ｍ／Ｍに記載
した。

・左記を説明したところ、イ
ンドネシア側から、初年度
の研修員候補者を、実施協
議までに用意する旨の説明
があった。

・ＯＭＴＣの既存機材の一部
を必要に応じ使用可能であ
ることを確認し、必要機材
を絞り込んだ。
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2） 技術移転に必要な最低限の関
連機材の供与を検討しているこ
とを説明するとともに、環境整
備を含め最大限インドネシア側
に応分の負担を求めたい旨説明
し、理解を得るとともに、詳細
については短期調査時に決定す
ることを説明した。

3） 事前調査では、インドネシア
側のＯＭＴＣの将来構想と現有
機材を調査のうえ、本プロジェ
クトで必要な最低限の機材のリ
ストを優先順位、概算額をつけ
て作成した。

4）また、機材通関の際の諸費用、
メンテナンス費用等のランニン
グコストはインドネシア側が負
担することを伝えた。

5） またプロジェクト開始前に５
年間の概算予算、計画を立てる
ため、事前調査時での機材供与
の概要を決定し、機材計画総括
表にまとめた。

（別添機材計画総括表参照）
優先Ａ  203,000,000円
優先Ｂ  248,200,000円
優先Ｃ  362,700,000円

6） ＯＭＴＣの既存機材リスト、
ＯＭＴＣからの要請機材リスト
（日本側提案機材への追加分）
及び日本側提案機材リストを
Ｍ／Ｍに添付した。

項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

・事前調査で確認したイン
ドネシア側のＯＭＴＣの
将来構想と現有機材を考
慮し、模擬坑道内での技
術移転活動を前提に、本
プロジェクトで必要な最
低限の機材のリストを優
先順位、内訳表をつけて
作成、インドネシア側に
提示する。

・上記の提示内容につい
て、インドネシア側と協
議し、その結果をＭ／Ｍ
に記載のうえ、内訳仕様
付の機材リストを添付す
る。

（別添機材計画総括表参照）
優先Ａ 248,845,000円
優先Ｂ 24,900,000円
優先Ｃ 56,298,000円
合計 330,043,000円

・供与機材の機材配置を協
議し、機材配置図を
Ｍ／Ｍに添付する。

・現地での模擬坑道の建設
費を調査する。

・ＯＭＴＣの現有機材を考慮
し、模擬坑道図を作成･提示
した。また、技術移転活動に
必要な機材リストを優先順
位、仕様、数量をつけて作成
した。インドネシア側との
協議において、優先順位の
見直しを行い、優先Ａのみ
でプロジェクト実施は可能
であるという共通認識に達
した。

・上記で確認したＯＭＴＣに
現有する機材リスト表、技
術移転活動時に必要な最低
限の機材リスト表（優先
Ａ）、及び模擬坑道図をそれ
ぞれ作成し、Ｍ／Ｍに添付
した。

・供与機材の配置について協
議し、機材配置図をＭ／Ｍ
に添付した。

・半地下型の模擬坑道（全坑
道長約200 ｍ）の建設費の
ＭＤＣＭ試算値は、約８億
7,800万Rp（1,140万円）で
あった。
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項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

（14）インドネシ
　ア側投入

1） 建物建設
　等
a）土地所有
者
b）サイト地
図
c）建物平面
　図
d）建物所有
者
e） 電気､ガ
ス､  水の
供給状況

2）機材、維持
　管理

3） Ｃ／Ｐ及
　びスタッフ
　の配置

a）Ｃ／Ｐ
b）スタッフ

1） 建物は、現ＯＭＴＣ施設を活
用する。
　事前調査で、a）～e）まで確
認した。
a） 土地所有者はＯＭＴＣ。
b） サイト地図（Ｍ／Ｍに添
付）。
c） 建物平面図（Ｍ／Ｍに添
付）。
d） 建物所有者はＯＭＴＣ。
e） 電気、ガス、水の供給状況
は良好。

　23名（ＯＭＴＣ職員のすべて）。

1） ＯＭＴＣ職員のうち、13名は
国有石炭会社（ＰＴＢＡ）から
の派遣職員である。ＰＴＢＡか
らの派遣職員はＰＴＢＡから給
与が支給されており、残りは、
ＯＭＴＣ固有職員である。

2） ＯＭＴＣの校長ポストは空席
となっており、校長代理が
ＰＴＢＡから派遣されている。
プロジェクト開始前に校長を任
命するようインドネシア側に申
し入れた。また実施機関本部内
で部長級の人材から任命される
ようインドネシア側に申し入れ
た。

・左記を確認する。

・新規建築物のレイアウト
とその建設費試算額を提
示し、インドネシア側の
予算措置を求める。レイ
アウトは、協議調整した
後Ｍ／Ｍに添付する。ま
た、建設費については、
（14）3）d）で作成する一
覧表に組み込み、Ｍ／Ｍ
に添付する。

・既存機材の維持管理体制
はどのようになっている
かを調査する。

・左記を確認する。

・Ｃ／Ｐリストを作成し、
Ｍ／Ｍに添付する。

・左記の人選状況を確認す
る。

・インドネシア側の建屋建
設の早期実現措置とし
て、予算前倒し執行が可
能かどうか、また、それ
に必要な日本側の措置
（必要書簡等）を聴取す
る。

・左記に変わりないことを確
認した。

・新規建築物及びそのレイア
ウトについて協議し、レイ
アウト図をＭ／Ｍに添付し
た。また、インドネシア側に
建設費の予算措置を求め、
ＯＭＴＣのローカルコスト
に組み込みＭ／Ｍに添付し
た。

・この予算措置を円滑に進め
るためのインドネシア側か
らの要請で、団長名による
ＤＧＭ宛の書簡を発信した。

・ＯＭＴＣ職員により定期点
検を実施し、既存機材の維
持管理を行っていた。

・職員数に変化はなかったも
のの、ＯＭＴＣのＭＤＣＭ
への移管に伴い職員の所属
先変更が行われるというこ
とを聴取した。

・ＯＭＴＣ職員に加え、
ＭＤＣＭ職員の一部が
Ｃ／Ｐに追加され、総数は
4 0 名になった。新しい
Ｃ／Ｐリストとその配置計
画をＭ／Ｍに添付した。

・予算執行については、181
ページ１－（3）－3）「資金
調達」を参照。
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項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

c）研修生の
確保

d） ローカ
ルコスト
負担

（上原レポート）
　最新の人員配置及び来年度以降
のＯＭＴＣの将来計画（Ｃ／Ｐ
数、コース数、養成人員、資格付
与）予定を確認し、Ｍ／Ｍに記載
する。また可能であればＯＭＴＣ
における定員増員要求及びその配
置の仕組み、方法等を確認し、
Ｍ／Ｍに記載する。

　ＪＩＣＡ開発調査において、
（東カリマンタンを想定した）訓
練センターの設立には資格等の取
得を義務づけ、修了証を発行する
ことが必要としている。事前調査
では、ＯＭＴＣの研修生確保の見
通しとその根拠、また関連してイ
ンドネシアにおける坑内外技術職
員の国家試験及び資格制度につい
てその概略を確認した。

1） 要請書では、５億ルピア
（US$500,000）であった。

2） 事前調査では、インドネシア
側より５年間で148億8,000万ル
ピア（約１億8,900万円＝調査時
点）を ローカルコストとして負
担する旨説明があった。

・左記を確認する。また、
供与機材の運転費用、維
持管理費用について試算
額を提示し、その予算措
置を求める。協議結果を
Ｍ／Ｍに記載するととも
にその内訳表をＭ／Ｍに
添付する。

・研修生の確保については
180ページ１－（3）－2）「訓
練生の確保」参照。

・地方分権化で育成すべき鉱
山監督官は26州（360県・郡）
で約1,800人となる（各県･
郡につき５人程度で算出）。

・ローカルコスト負担につい
ては181ページ１－（3）－
3）「資金調達」も参照。

・プロジェクトに必要なロー
カルコストを説明し、イン
ドネシア側はその内容に同
意した。ローカルコスト内
訳表は、Ｍ／Ｍに添付した。

・インドネシア側は、2000年
度の補修費用を除く、５年
間のローカルコストとして
（新規建築費等を含む）135
億4,400万Rp　(約１億7,600
万円)を提示した。

・この内訳は、Ｍ／Ｍに添付
した。
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・左記のＭＤＣＭの1）～5）
について確認し、予算に
関する資料を入手する。

・左記を確認する。
　

・左記を確認する。

・左記を確認する。

・プロジェクト実施体制に
修正がないか確認し、
Ｍ／Ｍに添付する。

項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

　左記について確認し、組織図等
をＭ／Ｍに添付した。

　（ＯＭＴＣは州都パダンから東
へ約 99kmの西スマトラ州サワル
ント市（人口約５万6,000人）に位
置している。パダンから片側１車
線の舗装道路で結ばれており、ま
た石炭積出港テルクバユールとの
間に石炭搬送のための鉄道が敷設
されている。同市には国有石炭会
社（ＰＴＢＡ）が運営するオンビ
リン炭鉱が存在する。ＯＭＴＣは
1916年にオランダ政府によりオン
ビリン炭鉱直属の学校として創立
され、第２次世界大戦中は一時期
日本人による運営もされた。その
後、鉱山エネルギー省の所属とな
り、オーストラリアのジョン・
バットマンとのジョイントベン
チャー契約による運営を経て現在
に至っている。

　鉱山総局長をプロジェクト・ダ
イレクターとすることで合意し、
Ｍ／Ｍに記載した。

1） 鉱業技術人材開発センター長
をプロジェクト・マネージャー
とすることで合意し、Ｍ／Ｍに
記載した。

2 ）プ ロ ジ ェ ク ト サ イ ト と
ＭＤＣＭ本部が離れているた
め、プロジェクトサイトに常駐
するＯＭＴＣ校長をプロジェク
ト・マネージャー代理とするこ
とで合意し、Ｍ／Ｍに記載し
た。

3） 暫定プロジェクト実施体制図
をＭ／Ｍに記載した。

３　実施体制
（1）実施機関
（ＭＤＣＭ）
1） 設立の経
緯
2） 活動内容
3） 組織体制
4） 予算
5） 人員配置

（2）総括責任者
（Project Director）

（3）実施責任者
（Project Manager）

・左記の1）～5）について調
査し、事前調査時とほぼ変
わりないことを確認した。

・また、事前調査時に確認し
たとおり、ＯＭＴＣの所属
はＰＴＢＡからＭＤＣＭに
移管されることを確認した。
調 査 員 派 遣 時 点 で は 、
ＯＭＴＣにある機材の所属
変更が進行中であった

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。
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項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

1） 合同調整委員会（ＪＣＣ）の
役割を説明し、Ｍ／Ｍに記載し
た。

2） 毎年調査団が派遣されないこ
ともあるため、調査団派遣がな
くともプロジェクトの進捗確認
等を行い、次年度の年次活動計
画の策定・承認のために日本・
インドネシア双方が主体的に委
員会を実施していく必要がある
旨説明し、理解を得るととも
に、その旨Ｍ／Ｍに記載した。

3） 以上を説明し、ＪＣＣの機能、
構成、開催頻度をＭ／Ｍに添付
した。

1） ＰＣＭに基づく運営管理手法
及び評価手法（含む評価５項
目）を説明し、インドネシア側
の理解を得て、評価５項目を
Ｍ／Ｍに添付した。

2） 暫定ＰＤＭを作成し、Ｍ／Ｍ
に添付した。

3） プロジェクトサイクルにおけ
る中間評価及び終了時評価の意
義を説明し、インドネシア側の
理解を得て、Ｍ／Ｍに記載し
た。

1） Ｒ／Ｄについて説明した。

2） 使用言語は、英語であること
を確認した。

（4）合同調整委
員会（ＪＣＣ）

（5）運営管理
1）プロジェク
ト・サイク
ル・マネー
ジ メ ン ト
（ＰＣＭ）

2） モニタリ
ング

3） 終了時評
価

４　その他
（1）Ｒ／Ｄの説
明

（2）使用言語

・ＪＣＣについて再度イン
ドネシア側に説明する。

・ＪＣＣの機能及び構成及
び開催頻度はＭ／Ｍに添
付する。

・プロジェクトサイクルの
モニタリングとＰＤＭ及
びプロジェクトサイクル
と評価について再度説明
し、プロジェクトの運
営・管理・改善手法につ
いてインドネシア側の理
解を得る。その結果を
Ｍ／Ｍに記載する。

・プロジェクトの研修内
容、成果及び活動を踏ま
え、民間炭鉱及び鉱業政
策当局等を調査するとと
もに、可能であるなら
ば、ワークショップを開
催し、それらの結果を基
に、プロジェクト・デザ
イン・マトリックス
（ＰＤＭ）を完成させる。

・左記を確認する

・左記を確認する

・ＪＣＣについて再度説明し、
Ｍ／Ｍに記載した。
　

・左記内容をＭ／Ｍに添付し
た。

・左記内容について再度説明
し、その結果をＭ／Ｍに記
載した。

・プロジェクト・デザイン・マ
トリックス（ＰＤＭ）を完成
させ、Ｍ／Ｍに添付した。
（ＰＤＭ完成の経緯について
は、別途報告書にとりまと
める。）

・Ｒ／Ｄについて説明し、
Ｒ／Ｄの見本をＭ／Ｍに添
付した。

・左記に変わりないことを確
認し、Ｍ／Ｍに記載した。
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項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

（3）生活環境

（4）過去の類似
案件
1） 案件概要
2） 評価時教
訓

（5）他の協力と
の関わり
1） 日本の協
力
2） 他国･機関
との協力

・プロジェクトサイト周辺
の詳細な生活環境調査を
行い、結果をＭ／Ｍに記
載する。（インフラ（通信
等）、医療、治安状況、緊
急時対処法、住居等）

・過去の類似案件について
調査し、評価時の教訓を
聴取し、要約を取りまと
める。

・プロジェクトにより裨益
を受けると思われるすべ
ての機関の他の協力との
関わりについて調査す
る。

3）実施協議調査団派遣を2000年
９～ 11 月とするスケジュール
を説明し、Ｍ／Ｍに記載した。

4） プロジェクト開始時期につい
ては 2000 年度中を検討してい
ることを回答した。

5） プロジェクトサイト近郊の家
屋を視察した。

・実施協議調査団派遣を2000
年10月とするスケジュール
を説明し、Ｍ／Ｍに記載し
た。

・ただし、安全評価委員会の
日程が遅れれば、実施協議
調査団も遅れる旨、説明し
た。

・インドネシア側からは、
2001年度の予算確保の為に
は、実施協議団を10月まで
に派遣してほしいという要
求が繰り返された。

・プロジェクトサイト周辺の
警察、病院、電話局及び専門
家宿舎予定箇所等の生活環
境に関する調査を実施した。
この調査結果は、別途報告
書に取りまとめる。

・ジョン・バットマンとの失
敗から、国の予算面での
バックアップ、かつ募集や
プロジェクト宣伝のための
広報活動は重要であるとい
う教訓を得た。

・ＭＤＣＭやオンビリン炭鉱
へは、ＮＥＤＯやＪＣＯＡ
Ｌの技術協力、共同研究等
が行われている。また、九州
大学はＩＴＢと共同で技術
協力を実施中である。
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項目 事前調査結果1）、現状及び問題点等 対処方針 調査結果

（6）スケジュー
ル及び次回調
査団

6）短期調査員派遣を2000年５～
７月、インドネシア側より2001
年から予算年度と暦年が同じと
なるため、ローカルコスト確保
のため遅くとも８月までに実施
協議調査団を派遣してほしい旨
強い要望があり、Ｍ／Ｍに記載
した。

・８月のＲ／Ｄ実施は困難
であるので、予算要求
は、Ｒ／Ｄ署名文書以外
の方法で対処するよう申
し入れる。

・インドネシアでは、地方
分権化が進行している。
この政策の進行状況を各
機関において確認し、プ
ロジェクトに及ぼす影響
について評価する。

・左記を申し入れ、予算要求
に対してはＲ／Ｄに代わる
書簡で対応することを双方
同意した。

・地方分権化が2001年５月に
施行される予定で、現在各
省庁において中央と地方と
の協議が頻繁に行われてい
る。本プロジェクトに関す
る人材育成については、中
央管轄となり、予算及び実
施体制への影響は少ないと
思われる。

・逆に、地方自治体の予算措
置が得られやすくなり、パ
ダン市やサワルント市等の
協力が得やすくなるととも
に、地方鉱山監督官の育成
の面で、一層当プロジェク
トの役割は大きくなるもの
と思われる。

1） 事前調査結果には、以下のＪＩＣＡの開発調査結果の一部の内容が含まれています。

　「インドネシア共和国石炭生産拡大のための人材育成Ｍ／Ｐ調査（March 1997）」
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２　団長所感

　６月４日から開始された事前調査（各種民間炭坑における機材・研修ニーズ・ＰＣＭ調査、

ＭＤＣＭとの研修計画・必要機材協議、ＯＭＴＣにおけるプロジェクトサイト調査、

ＢＡＰＰＥＮＡＳとのプロジェクト予算協議等）結果に基づき、26日より２日間にわたり、鉱山・

エネルギー省鉱山総局をはじめとしたプロジェクト関係者とＭ／Ｍ協議を行い、28日に署名を了

したところ、一連の協議を通じた団長としての所感を、次のとおりご報告申し上げる。

1） アジア通過危機に伴うインドネシア経済の悪化が、エネルギー政策にも影響を及ぼすこと

が懸念されたが、今般の調査の結果、基本政策は事前調査時と変わらず維持され、石炭需要も

着実な伸びを示していることが確認された。かかる状況の中、鉱山総局長、ＭＤＣＭ顧問等か

ら本件プロジェクトによるＯＭＴＣ再興にかけるなみなみならぬ熱意が示されたほか、プロ

ジェクトサイトであるＯＭＴＣ側の受入環境も極めて良好であり、プロジェクトの実現に対す

る期待の高さがうかがわれた。

2） 先方関係機関との協議では、当方より専門家、Ｃ／Ｐの保安措置と本件プロジェクトのサ

ステナビリティー確保の必要性を強調して説明し、各機関から同意を得たが、その協議過程を

通じた所感は次のとおり。

［安全確保］

a） 坑内研修の代替措置としての模擬坑道による研修提案には一定の評価が得られたが、

鉱山総局長自ら坑内研修について強い要望を出したほか、民間炭坑のニーズ調査の結

果を見ても坑内研修の要望が極めて強く、プロジェクトのサステナビリティーを確保

するためにも、坑内研修を含めることが必要と考える。　

b） 坑内の安全確保の問題については、インドネシア側も深刻に受け止めており、その

必要性を十分に認識していることがうかがわれた。入坑にあたっては、対処方針に示

されているとおり、事前に両者でガイドラインを設定することが必須であるが、その

点についてはインドネシア側も同意し、その旨Ｍ／Ｍに明記した。ガイドラインにつ

いては、調査団限りとして、入坑認可の諸手続き、入坑前の安全確認、入坑時の保安

責任者等の同行、日本・インドネシア関係者からなる保安委員会の設置等を内容とす

る旨口頭にて提示したところ、先方よりおおむね同意を得た。

c） 上記ガイドラインについては持ち帰り詳細を検討することとしたいが、あわせて安

全に関する相当量の資料を収集したので、国内で組織される保安委員会に十分な情報

を提供できるものと考えている。

［サステナビリティーの確保］

a） ＯＭＴＣの持続的経営、なかんずく、持続的な生徒の確保は極めて重要な課題であ

り、民間炭坑にとっていかに研修内容や参加費用等の面で魅力あるものにするか、ま
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た、日本大使館よりご指摘いただいたとおり、炭坑技術者の育成に関しいかに政策的

支援を取りつけるかといった課題をインドネシア側を中心に真剣に検討する必要があ

る。

b） その一環として、ＯＭＴＣの新たなカリキュラムを政府関係者、民間炭坑、関係大

学等に広く広報することが極めて重要と考える。具体的には、カリキュラムを作成次

第、紹介パンフレットを作成し、関係機関に配付したり、ＯＭＴＣのホームページを

作成し、インドネシア内外に広報する活動を活発に展開するといった種々の工夫を考

えることも一案である。　

c） 地方分権（後述）に伴う地方監督官の育成の必要性は必須であり、着実なる政策の

実施は、ＯＭＴＣの必要性を高めることにつながることは疑いない。また、保安統括

者と発破資格しか機能していない資格制度を充実させる旨インドネシア側の意向を確

認したが、資格制度をＯＭＴＣでの研修とうまくリンクさせることも、研修内容を魅

力あるものとするうえで重要である。

d） 坑内採掘技術のみならず、環境技術等バランスの取れた研修内容にすべき旨の

ＪＩＣＡ 事務所からの指摘に関連し、露天掘を主力とする民間炭坑でも環境分野等に

対するニーズがあることが確認されており、これらのニーズに的確に応えられる研修

内容とする観点からも、採掘、保安、環境等個々のカリキュラムを、単独かつ別時期

に受講可能となるように、カリキュラム作成上の配慮が必要となろう。

e） 民間坑内炭坑の開発インセンティブを疎外しない政策を政府が積極的に進めること

も、本件プロジェクトのサステナビリティーを確保するうえで極めて重要である。か

かる政策実施の実務といった知的支援分野の技術移転については、短期専門家を適当

な時期に派遣し、政策を担当するトップマネージメントに直接訴えていくことも有効

と思われる。

f） パダン大学やムラワルマン大学からは、インドネシア側内部の調整の問題でもある

ためＭ／Ｍには記載しなかったが、本件プロジェクトのＣ／Ｐに加えてほしい旨要望

があった。また、ＯＭＴＣにおける実技研修に学生を参加させたり、講師として、あ

るいはセミナー参加の形で教授陣をＯＭＴＣに送りたいとの希望もあった。かかる要

望については、本件プロジェクトの技術普及やアカデミズムからの知識導入を図る意

味から、また、生徒の継続的確保の一手段としても有益と思われるので、双方のコン

タクトを密にしていくことが重要である。

3） 地方の活性化を目的とした地方分権に関する制令が 2001 年の少なくとも５月には実施に移

されるため、現在、鉱業分野でも鉱業権の付与、人材育成、海外投資受入れ、各種許認可権等

の中央の権限を具体的にどこまで地方に移管するかにつき、委員会で検討中の由である。実際
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に実行に移された場合は、各州、県レベルに複数名の監督官を配置する必要があるため、人材

不足の地方にとってその育成ニーズは膨大なものになる。現実には、監督官の配置は段階的に

進むものと思われるが、行政レベルに人材育成に対する顕在化したニーズがあることは明らか

であり、地方分権化政策の本件プロジェクトの及ぼす影響は極めて大きいことが予想される。

4） 通産省が2001年から実施する炭坑技術移転５か年計画の研修プログラムは、基本的にWorker

レベルを対象としており、本件プロジェクトが supervisor クラスのＣ／Ｐを受入対象としてい

るものとは対象が異なるが、レベルこそ違え我が国による炭坑技術者の育成の観点からは連携

をとることが必要と思われる。例えば、インドネシア側によるWorkerの選出に、本件プロジェ

クトの専門家が助言するといった協力は可能であろう。

5） 先方より、本件実施協議ミッションの派遣時期について、来年１月の予算年度開始時期を

控え、来年度の本件プロジェクトにかかる必要経費を予算確保するためには（予算確保につい

ては、インドネシア側から要望があった、新規建屋建設促進を要望する旨の調査団からの書簡

をＭ／Ｍ署名後に手交した）、少なくとも本年10月までには派遣してほしい旨、鉱山総局長よ

り強い要望があった。かかる時期については、日本における保安委員会設置のタイミング等の

関係もあり明言は避けたが、プロジェクトの円滑な実施を確保するうえでも、当該時期に派遣

できるよう最大限の努力をすべきであろう。

6） 派遣予定の専門家の現地生活環境については、住宅確保に若干困難は残されているものの、

治安面、医療面での安全性や通信事情等は確認できたところ、派遣にあたっての問題は特段な

いものと思われる。

３　主要協議結果

３－１　要請背景･国家計画における本プロジェクトの位置づけ

　本プロジェクトの要請背景及び国家計画については、事前調査時と変わりないことを確認し

た。ただし、事前調査時に比べ 2001 年の５月を目途に進められている地方分権化の動きが一層

活発化しており、ＯＭＴＣプロジェクトとこの地方分権化との関わりについては事前調査時以上

に把握できた。その効果は中央集権から地方への分散化が進められることにより、地方の人材育

成、特に地方鉱務監督官の育成は大きな課題となっており、ＯＭＴＣの位置づけはこれまで以上

に優位になるものと考えられる。

　一方、インドネシアの1999年石炭生産量は 7,380 万トン（調査時調べ）で、その大半は露天掘

で生産されている。現在インドネシアには３つの坑内掘炭鉱（ＰＴＢＡ Ombilin, PT.Kitadin,

PT.Fajar Bumi Sakti）しかなく、石炭生産量は年々大きく増加しているものの、坑内掘生産量は

若干の増加傾向にあるのが実態である。しかしながら、現在の露天を含めた生産量の半分近くは

外資系参加の大規模露天掘炭鉱からの生産であり、今後採掘条件も厳しくなることが予想されて
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おり、将来的に生産量の安定化を図ることに懸念する動きもある。このような状況下、有限な資

源の確保からも坑内掘炭鉱の開発を急ぐべきという意見も出てきており、坑内掘技術者の育成も

今後一層高まるものと考える。

　しかし、坑内掘炭鉱の開発を促進するにあたっては、政策的なインセンティブ（優遇税制、補

助金等）に期待する声が上がっている。

３－２　対象分野の現状

　東カリマンタン州の坑内掘炭鉱及び露天掘炭鉱と西スマトラ州のOmbilin炭鉱を訪問し、炭鉱

概要及び技術的課題等について調査した。この調査結果は一覧表として表１に示した。坑内掘炭

鉱としては東カリマンタン州の PT.Kitadin、PT.Fajar Bumi Sakti と西スマトラ州の Ombilin 炭鉱

を、露天掘炭鉱としては東カリマンタンの PT.Bukit Baiduri、PT.Tanito Harum、PT.Indominco

Mandiri をそれぞれ訪問した。

　今回の現地調査から、ＯＭＴＣにおける坑内炭鉱の技術移転項目（採掘技術、保安技術、機械

技術、電気技術、環境技術）に対して、坑内堀を保有するPT.Kitadin、PT.Fajar Bumi Sakti、Ombilin

の各炭鉱は全技術項目に期待が大きいことが分かった。

　PT.Kitadin炭鉱の炭層傾斜は５°～30°と強く、長壁式採炭方法を採用するも現場への機械化

が難しいため、鉄柱カッペによる採炭を行っている。PT.Fajar Bumi Sakti 炭鉱の炭層傾斜は５°

～８°と緩やかであり、現在ルームアンドピラーによる採掘を行っているが、将来は長壁式機械

化採炭方式を採用する計画である。一方、Ombilin 炭鉱は炭層傾斜も数度と緩やかであり、早く

から海外の先進技術を取り入れてきた。採炭方式も長壁式機械化採炭を採用しているものの、現

場への適用化が上手くいかず生産性の向上につながっていない。このように、現状の坑内技術レ

ベルはまだ高いとはいえず、各炭鉱の地質条件に適合した技術を移転していく必要がある。

　坑内の機械・電気設備は３つの坑内掘炭鉱ともあまり機械化されておらず、まだ人力に頼ると

ころが大きい。特に保安機器に関する知識は低く、坑内通信設備や集中監視設備等の導入が今後

急がれると考える。供与機材の面から見ると、現状のインドネシアにおける坑内設備レベルから

今度導入の可能性が高いと思われる先進機材も含め慎重に選定していくことが肝要と思われる。

　ここ10年間の坑内掘炭鉱における死亡災害事故は数件のみだが、1994年にPT.Fajar Bumi Sakti

で起きたガス爆発では５名の死者が出ている。しかし、この災害を機にインドネシアの鉱山保安

規則が改正され、坑内機器の防爆化及び救護隊の設置等が新たに追加された。
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て、入坑に伴う技術移転が承認される旨提案した結果、インドネシア側もこれに同意し、この内

容をＭ／Ｍに記載した。また、委員会による調査団を８月下旬から９月上旬に派遣することを申

し入れた。

　技術移転に必要な模擬坑道及び機材の絞り込み及び詳細検討を行うべく、Ｃ／ＰであるＭＤＣＭ

及び実施サイトであるＯＭＴＣ関係者と十分時間をかけて協議した。その結果、模擬坑道の図面

を作成するとともに、技術移転に必要な機材の優先順位（３段階：Ａ ,Ｂ ,Ｃ）及び仕様を付記し

た供与機材リストを作成し、Ｍ／Ｍに添付した。

　また、上記の供与機材のＯＭＴＣにおける配置についてもインドネシア側と協議を行い、集中

監視システムや石炭分析・水質システム、各種測定機器等の保管室などのために新たな建物を建

設することで合意した。この協議結果を基に概略の機材配置図を作成し、Ｍ／Ｍに添付した。

３－５　基本計画

　日本側から安全評価委員会による現地調査は８月下旬から９月上旬になるとすれば、実施協議

調査団（Ｒ／Ｄ調印）の派遣は早くとも10月下旬ごろになることを説明した。また、長期専門家

の派遣は 2001 年２／４期上旬（４月ごろ）になることも併せて説明した。

　インドネシア側から環境問題はインドネシアでも重視されてきており、できれば環境技術の長

期専門家を早く派遣してもらいたいとの要望があった。しかし、人選等の問題もあり、即答はで

きないが帰国後検討を行い、できるだけ期待に添うよう対処すると説明し、合意を得た。そこ

で、暫定実施計画（ＴＳＩ）及び活動計画（ＰＯ）、年間活動計画（ＡＰＯ）については事前調査

時と同じ環境技術専門家の派遣は 2003 年３／４期ごろとし、Ｍ／Ｍに添付した。

３－６　計画管理諸表の作成

　本プロジェクトの円滑な推進を図るために、インドネシア側と下記項目について協議を行い、

各計画管理諸表を作成しＭ／Ｍに添付した。

・研修カリキュラム（項目、講義及び技術移転内容、講義方法、必要機材を記載）

・必要機材リスト（主な仕様、数量、優先順位を記載）

・ＯＭＴＣ現有の機材リスト（ＯＭＴＣが保有する細部機材まで記載）

・機材配置計画（ＯＭＴＣ敷地内における機材の配置計画図、新規建設建家も含む）

・建家のフロア計画（新規建設建家のフロア計画図）

・模擬坑道のレイアウト（新規建設模擬坑道のレイアウト図）

３－７　投入計画の作成

　投入計画については、まず日本側のチーフアドバイザー、調整員、長期専門家（採掘技術、保
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安技術、機械技術、電気技術）を 2001 年１／４期から派遣することとし、環境技術については

2003年３／４期から派遣することで合意した。派遣期間は、チーフアドバイザー、調整員及び採

掘技術、保安技術は５か年とし、機械技術、電気技術及び環境技術については 2.5 か年から３か

年とした。また、技術移転に必要な機材の供与時期は、初年度 2001 年４／４期ごろ納入、次回

以降は毎年３／４期ごろの納入で合意した。この結果を暫定実施計画（ＴＳＩ）に記載し、

Ｍ／Ｍに添付した。Ｃ／Ｐの日本での受入研修は、年間３名程度で確認し、Ｍ／Ｍに記載した。

　一方、インドネシア側の投入として新規に建設する建家の建築コストや研修生受入研修施設の

増改築及び研修生経費（交通費や宿泊費、受講料など）、日本から供与する機材の運搬費や運転

維持費等を折り込んだローカルコストについて協議した。この結果はＭ／Ｍに添付した。また、

ＯＭＴＣにおける近年（1997年～2000年）の国からの補助金実績についてもＭ／Ｍに添付した。

　日本からの専門家派遣に対し、インドネシア側のＣ／Ｐ配置計画についても協議を行い、本プ

ロジェクトの技術移転期間（５年間）は毎年 15 名のＣ／Ｐを配置することで確認した。この内

容を各技術移転項目別に人数を明記し、Ｍ／Ｍに添付した。

３－８　生活環境

　プロジェクトのサイトであるサワルント市はインドネシアの中でも平穏な所であり、治安はよ

い。また、近くには湖や観光地が多く、パダン市へ行けばきれいな海岸もあり、余暇を過ごすに

もインドネシアの中では恵まれている。

　食糧面では、この地方は西スマトラ州に位置し、この地特有のパダン料理があるが日本人向き

ではなく、何しろ辛い。しかし、食材は野菜から海産物まで豊富であり、それほど問題視するこ

とはないだろう。

　医療面では、町の中央にサワルント市立病院があり、市民で賑わってはいるが、衛生面で問題

があるようだ。ただ、この病院も日本の援助で手術室や病棟が新築され、近代化されつつある。

　通信面では、電話やE-mailも充実していた。ただし、携帯電話は隣町のソロック市まで行かな

いと使用できない。

　一番の問題は専門家の宿舎である。事前調査では時間がなく、十分確認することができなかっ

た。今回の調査で、インドネシア側の宿舎候補地を確認したが、満足いくものではなかったの

で、新規に建築することで確認した。この建築に対してはオンビリン炭鉱も全面的に協力すると

のことであった。候補地としてはセキュリティや利便性を考慮し、市役所近くの敷地を造成して

建てることで合意した。

３－９　その他

　事前調査で確認した「資格」（事前調査Ｍ／Ｄに添付）は今回の調査で、まだオーソライズさ
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れたものでなく、16種の「職制」であることが確認された。現在鉱山総局で資格として承認され

ているのは「発破」「鉱山保安統括」の２種類のみであり、今後残りの 14 種の職制が資格化され

ていくとのことであった。また、将来的には 21 職制が追加され漸次資格化されていくとのこと

であった。

３－ 10　協議結果要約

３－ 10 －１　現地炭鉱調査（ニーズ調査)

　東カリマンタン及び南カリマンタンの６つの民間炭鉱（P.T.Kitadin*、P.T.Fajar Bumi Sakti*、

P.T.Bukit Baiduri Enterprise、P.T.Tanito Harum、P.T.Indominco Mandiri及びPT.Adaro Indonesia）

及び西スマトラのOmbilin 炭鉱 *（ＰＴＢＡ）を対象（*印坑内生産中）を対象に本プロジェク

トに対するニーズ調査を実施した。各炭鉱ともに当プロジェクトへの期待は大であっったが、

いずれの炭鉱もＯＭＴＣへの研修員派遣には人数、期間、経費の面で制約があった。また、露

天掘炭鉱の環境技術コースへの興味は強く、ＯＭＴＣ同様の施設及び研修実施をカリマンタン

でもとの声が多かった。さらに、坑内技術者を生かし、坑内炭鉱を育成するためには政策上の

インセンティブ（優遇税制、補助金等）が不可欠であることも示唆された。

３－ 10 －２　プロジェクト実施内容（協議結果）

1） カリキュラムとスケジュール

・日本側からの専門家並びにＣ／Ｐの安全確保のため坑内実研修を避け、模擬坑道によ

る研修をとの主張に対し、ＤＧＭ総局長ほかより坑内実研修実施の強い要請があった。

本件に関し、オンビリン炭鉱の保安実態を詳細に調査した。結果を“安全評価委員会”

に提示し、実施協議までに結論を出す予定である。

・ インドネシア側より環境技術コースの早期スタートが提案された。

　（事前調査時にはプロジェクト後半での実施を予定。）

2） 供与機材

・事前調査時のインドネシア側リクエストも勘案し、機材リストを作成した。

　（品目、仕様、数量）

3） 施設レイアウト

・模擬坑道、専門家とＣ／Ｐ用事務所、実験棟等新設を要する施設のレイアウト並びに

仕様（概要）を示し、インドネシア側に予算措置を依頼した。

4） インドネシア側予算措置の現状

・供与機材の国内運搬、据付、メンテナンス等につきローカルポーションコストとして

明記した。
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・専門家とＣ／Ｐ用事務所、実験棟等はプロジェクトスタート前完成を要請してきた

が、現状ではは困難であることを確認した。2001年度枠確定後着手することとし、開

始当初は仮事務所使用等弾力的姿勢で臨むことにした。また、予算確保のためには実

施協議（Ｒ／Ｄ）ミッションの 10 月派遣はぎりぎりの線であるとの説明があった。

・５か年の総額見込み予算は一応作成しているが、今後、予算出所につきＭＭ＆Ｅと

ＢＡＰＰＥＮＡＳで話し合うことになった。

5） 資格制度

・既存の鉱業関連資格はKepala Teknik、Blaster、Surveyor、Mine Inspector の 4つのみ

であった。

・制度の拡大、充実への動きは緒についたばかり。ＯＭＴＣ修了証と資格制度との関連

づけは今後検討することとなった。

３－ 10 －３　実施体制

　インドネシア側実施体制は事前調査時と変化なかった。

３－ 10 －４　その他

（1）Ombilin 炭鉱の保安体制

日本と同等の保安体制、組織保有。国際安全基準にのっとった鉱山保安規則（1995年制

定)に基づき、独自の内部保安規程を制定。現場単位から幹部に至る各レベルでの安全協

議、保安教育は徹底している。過去の災害、事故はわずかで、落盤、機器取り扱い不注

意によるものが主。ガス、炭塵爆発例はない。1997年は軽傷も含めた災害ゼロの表彰を

総局長より受賞。

（2）地方分権化とプロジェクトへの影響

現在ＤＧＭ内に委員会を設け、鉱業行政（法規、鉱業権許認可、海外投資の受け入れ、

研究開発、生産、保安、環境の監視・監督、人材育成等々)に関し、中央と地方の仕分け

を協議中。地方分権化に伴い“Province”“Kebupaten”単位の鉱業監督官養成ニーズが

急増する見込み。人材育成、資格付与等は中央の管掌のままとなる模様。

（3）生活環境

Ombilin炭鉱及びＯＭＴＣの所在地Sawahlunto市（人口約５万人）は100年以上の歴史

をもつ炭鉱町。気風穏健、犯罪は少ない模様。日常の医療施設として市立病院と炭鉱病

院あり。専門家用住宅は既設貸家が見あたらず新設要。

（4）実施協議スケジュール

ＪＩＣＡ側の 10 月予定との案に対し、より早期実施の要請あり。
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４　オンビリン炭鉱における安全確保対策

　オンビリン炭鉱で確認した坑内の安全性に関する現地調査結果と、それを基に作成したプロ

ジェクトで用いる安全確保対策を以下に示す。

４－１　現地調査結果

４－１－１　オンビリン炭鉱概要

（1）会社概要

1） 所在地　　　　西スマトラ州　サワルント市

2） 所属　　　　　PT. Bukit Asam （旧国営石炭公社）に所属する２山（Tanjung Enim

炭鉱：露天のみとOmbilin 炭鉱：坑内・露天）の１つ

3） 開坑　　　　　オランダにより開坑、1892 年に生産開始　

4） 生産量　　　　1999 年実績　109 万 1,000 トン　（坑内：約５万トン）

　　　　　　　　　※坑内：Ｌ／Ｗ（長壁式採炭）切羽の断層逢着と次切羽の準備遅れ

　　　　　　　　　　により大きく減産

5） 生産計画　 　　各年ほぼ100万トン／年、露天は数年で枯渇するため、2003年には

坑内生産量を約 20 万トンで計画

6） 販売　　　　　1999年実績　国内向け62万4,000トン（パダンセメント、ＰＬＮが

主）輸出 50万 1,000 トン（日本 12万 6,000 トン、その他）

7） 従業員　　　　1999 年末　1,440 人（うち坑内 500 人）

（2）石炭賦存状況・開発状況

1） 地質年代　　　古第三紀 “Eocene”

2） 鉱区面積　　　１万 5,499 ヘクタール

3） 石炭埋蔵量　　露天の確定埋蔵量約 1,200 万トン（可採埋蔵量約700 万トン…公表

　　　　　　　　　値）

　　　　　　　　　坑内の確定埋蔵量約9,500万トン（可採埋蔵量約3,700万トン…公表

　　　　　　　　　値）

4） 炭層　　　　　稼行対象　３枚（上部よりA層、B層、C層）

　　　　　　　　　層厚　Ａ層：1.5ｍ～2.5ｍ、Ｂ層：0.5ｍ～1.0ｍ、Ｃ層：０ｍ～6.0ｍ

　　　　　　　　　層間　Ａ層－Ｂ層：10ｍ～ 20 ｍ、Ｂ層－Ｃ層：10 ｍ～ 30 ｍ

　　　　　　　　　※坑内掘対象はＡ層とＣ層である

5） 開発　　　　 現鉱業所近くより炭層走向沿いに通洞方式により開坑。（海抜

+275ｍ…基準レベル）。基準レベルの上部を採掘（坑内掘）しなが

ら北進（約６ km）、北端のサワー・ラッサウⅤ坑を約 10 年前に終
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掘し、現在サワルーン坑を新設して展開中。

　　　　　　　　　生産規模は近年ほぼ100万トン／年で推移しているが、露天の採炭

　　　　　　　　　量が数年分となり、現在新たに坑内掘新坑を開発中である。

（3）石炭採掘方法

1） 坑内掘　　　　1986年Ｌ／Ｗ設備を導入（英国製：ダウティチョック、アンダーソ

ンシェアラー）したが、不測の断層出現、自然条件と設備仕様の不

適合及び掘進遅れ等から所期の効果を発揮できず今日に至ってい

る。

　　　　　　　　　主要採炭はＬ／Ｗ（平均払長100ｍ）であるが、払準備遅れのため

Ｒ／Ｐ（ルーム＆ピラー採炭）で採炭中。

　　　　　　　　　サワルーン坑のみ稼行中。

2）露天掘　　　　 1983年よりタナーヒタム地区でスタート。トラック／ショベル方式

を採用。

　　　　　　　　　漸次キャンディ地区、サパンダラム地区へと進み、同時にコントラ

クトベースでパランバハン地区を稼行中である。

４－１－２　坑内可燃性ガス・通気管理の状況

（1）調査結果（サワルーン坑）

1） 通気量（総排気）約30m3／ sec。坑内要所の排気中の可燃性ガス含有量０～0.25％

（ガス測定日誌）。（オンビリン炭鉱のガス基準はイギリスの基準を採用し1.0％以下、

我が国基準では 1.5％以下）

2） ガス測定は専属係員にて坑内の決められたポイントで各方実施。測定項目は CO、

CO2、CH4、乾式温度、湿式温度で、日誌にはファンや切羽状況等も記入。休日も測定

実施。切羽責任者も作業前、作業中、終了時に数回測定。

3） ガス測定器はドレーゲル（ドイツ製）、東科（日本製）を使用。

4） 1998年から日本の技術協力による集中監視（CO：３点、CH4：３点）設備を導入し、

常時監視を行っている。

5） 坑内電気機器はすべて防爆構造となっている。（1994年にPT.Fajar Bumi Sakti炭鉱

でガス爆発事故があり５名の死者を出した。1995年に鉱山保安規則が改正され、坑内

使用機器が制限されるようになった）

（2）評価

1） 現場のガス測定日誌を入手し確認した結果、坑内ガス濃度に関しては問題ない。ま

た、ガス測定は日本とほぼ同じ体制で実施されており、使用測定機器も先進国のもの
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が使用されている。ちなみに、オンビリン炭鉱の歴史は古いものの、ガス爆発の事例

は見あたらない。

2） 1995 年の鉱山保安規則の改正に伴いガス爆発防止に対する規定が強化された。

3） オンビリン炭鉱で使用されている機器はイギリス製が最も多く、その他オーストラ

リア製、中国製が使用されており、インドネシアの基準がないため導入国の基準に準

じている。したがって、防爆構造に関しても導入国の基準が適用されているが、現状

特に支障はないと思われる。

４－１－３　炭じんの状況

（1）調査結果

1） これまでに炭じん爆発の事例はない。

2） Ｒ／Ｐ切羽ではドスコマイナー（中国製）を使用し、積み込み場における炭じん抑

制散水を実施。

（2）評価

1）オンビリン炭鉱の石炭の揮発分は35％以上あり、我が国の基準では爆発性炭じんの

カテゴリーにある。しかし、現在の坑内生産量は少なく、炭じんの処理対策も行われ

ており特に問題はない。

2） 1995年に改正された鉱山保安規則で炭じん爆発防止に対する規定が強化された。安

全確保の面から、現場の事前処置が重要であり、今後も炭じんの発生箇所（石炭積み

込み場、炭車積み石炭、ベルトコンベア落口等）の散水、炭じんの堆積しやすい箇所

（ベルトコンベア周辺や積み込み場周辺等）の除去清掃を励行することが重要。

3） 炭じん爆発防止に関する技術移転の必要性は高いと考える。

４－１－４　落盤対策の状況

（1）調査結果

1） 主要坑道の支保はコンクリート巻き、鋼枠、木枠（ウリン：鉄木ともいわれる堅固

な木）が使用されている。一般坑道の支保は基本的にはロックボルト・Ｗストラップ

で、部分的に鋼枠・木柱が補強施枠として使用されている。

2） 1999年のＲ／Ｐ採掘の影響を受けて、近隣する主要立入坑道が崩落し、現在保坑中

である。

（2）評価

1） 施枠は適正に施されているため、落盤のおそれは特にない。ただし、1999年に崩落

した箇所は現在保坑中であり、保坑が完了するまで近づかない方がよいと思われる。
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2） インドネシアの地質（天盤、下盤）は水が付くと一般に岩盤強度が劣化しやすいた

め、支保の定期点検・危険個所の早期補強を強く望む。

４－１－５　発破作業の状況

（1）調査結果

1） 爆薬、雷管はマレーシア製を使用。製造所にて試験実施。

2） 現在稼働しているＲ／Ｐ切羽はドスコマイナーを使用しており、発破は行っていな

い。岩盤掘進のみ発破工法を採用。

（2）評価

1） 発破は岩盤坑道の掘進で行われており、可燃性ガスによる危険性は低い。現場では

発破前後のガス測定が実施されており、保安上問題ないと思われる。

2） 専門家入坑時は発破作業の時間帯を避けるべきと考える。

3）　Ｒ／ＰやＬ／Ｗ切羽への立ち入りに関しては、ドスコマイナーやＬ／Ｗ設備の稼働

時を避けるべきと考える。

４－１－６　火災・自然発火対策の状況

（1）調査結果

1） 1990年に払跡で自然発火を起こした実績あり。この時坑道を密閉し、鎮火させた。

2）　坑内での裸火の使用は禁止されている。消火器等の設置や油脂類の管理は徹底して

いる。

（2）評価

1） 自然発火を起こしやすいようであり、自然発火の起こりやすい密閉箇所、風門周辺、

三角炭箇所、払跡等の監視を強化するよう望む。また、必要に応じては温度計を埋設

するなどして早期発見に努める必要があろう。

2） 自然発火の原因としては負圧による影響もあるので、適正な通気制御を行うよう要

望するとともに、要所（特に風門）での負圧測定の実施が望まれる。

４－１－７　坑内構造の状況

（1）調査結果

1） 幹線坑道の断面積約 10m2、切羽坑道約８m2。

2） 運搬作業は人力、ベルトコンベア、炭車（ホイスト）を利用。

3） ベルトコンベアには保護装置、非常停止スイッチ、ベルト当番の配置あり。

4） 炭車軌道の整備状況は特に問題ないが、一部に水附箇所が見られた。
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5） ここ 10 年間で運搬災害はない。

（2）評価

1） 軌道及び離隔については特に問題ないと思われる。しかし、オンビリン炭鉱では今

後払準備のため、自走枠やシェアラー等の重機の搬入が予想される。したがって、専

門家入坑時にはオンビリン関係者と事前協議を十分に行い、重機搬入経路への立ち入

りまたは搬入時の入坑を避けるべきと考える。

2） 排水不良箇所の早期整備が望まれる。

４－１－８　安全管理の状況

（1）調査結果

1） オンビリン保安規程を作成し、坑内実測図、通気図、保安図等も作成している。

2） 保安関係日誌（通気・ガス測定日誌、発破日誌、採炭現場保安日誌、掘進日誌）は

担当者にて記載、保管されている。

3） 作業手順（Standard Operation Procedure）を作成し、これに従い作業を実施してい

る。

4） 保安計画（保安・生産・予算等の計画）は毎年策定し、鉱山技術局（ＤＭＥ）へ提

出。

5） 会社側代表と組合側代表から成る保安委員会（Safety Committee）は毎月１回実施。

6）スコアカードを作成し、各部所の保安評価を実施し、優秀なチームには表彰も行う。

7） 保安運動、保安教育も活発に行われている。

8）現場のチェク体制　Ｕ／Ｇマネージャー １回／週、サブＵ／Ｇマネージャー１回／

２日、General Manager（所長）１回／月、Deputy General Manager（副所長）１回／

月の点検実施。

9） 監督官による坑内検査は鉱山技術局（ＤＭＥ）が２回／年、鉱山エネルギー省西ス

マトラ事務所（KAN-WIL）が２回／年程度実施される。

10）非常用の酸素マスクが配置されており、救護隊組織も設置されている。

11）坑内には中国製の電話が設置されている。

12）入坑時の坑口捜検は実施されている。

13）国の資格を持った保安技術管理者（クパラテクニック）が坑内外の全保安を管理し

ている。

（2）評価

1） 現場の管理や保安体制に関しては特に問題ないと考える。
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４－１－９　近年の災害状況、その他

1） ここ 10 年間（1989 年～ 1999 年）における坑内死亡事故は１件のみである。

　　・1994 年　落盤事故　　　１名死亡

2） 1998 年に鉱山総局長より保安優秀鉱山賞を受賞

3） 1999 年は坑外（露天）を含めて、オンビリン炭鉱全体で軽傷が３名のみである。

４－１－ 10　結　論

1） 重大災害に関連する可燃性ガスに関しては濃度も低く、基準も我が国以上に厳しい規

制で管理されている。また、坑内設備の防爆化が図られており、特に問題はないと考えら

れる。

2） 炭じん対策については、現在坑内生産量は少ないため清掃も行き届いており、問題は

ないと考える。しかし、今後Ｌ／Ｗの稼働も予想されるので、日常の散水及び炭じん清掃

に心がけることを要望する。

3） 自然発火に関しては、10 年前に実績もあり十分な監視対策が必要と考える。特に通気

圧の影響は大きいため、中長期にわたる通気改善を要望する。また、自然発火の起こりや

すい箇所の監視強化を要望する。

4） 支保状況は現時点では問題ないようだが、採掘域の展開に伴う地圧変動による坑道の

狭小化や水による岩盤の劣化も予想されることから、日常の点検と早期補強の強化を要望

する。また、現在保坑箇所の早期完了を望む。

5） 運搬関連では、特にＬ／Ｗの準備に伴う重機の運搬時が問題視される。安全確保の観

点から重機運搬時には入坑しないか、搬入経路に近づかない対策が必要と考える。

6） 安全管理面では、国の検査や上司による検査、保安委員会、保安教育、保安運動等と

我が国と同等の体制がとられており、特に問題はないと考える。

　以上から、次の３段階の安全対策を実施することで、専門家入坑時の安全確保が図られる

ものと考える。

1） オンビリン炭鉱で早期に行う安全対策

2） プロジェクト側で行う安全対策

3） 入坑時にオンビリン炭鉱の行う安全対策

４－２　プロジェクトで実施する安全対策

４－２－１　オンビリン炭鉱で早期に行う安全対策

1） 炭じんの発生しやすい箇所（石炭積み込み場、炭車積み石炭、ベルトコンベア落口等）
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の散水強化、炭じんの堆積しやすい箇所（ベルトコンベア周辺や積み込み場周辺等）の清

掃励行。

2） 支保の定期点検・危険個所の早期補強。

3） 自然発火の起こりやすい密閉箇所、風門周辺、三角炭箇所、払跡等の監視強化。また、

必要に応じては温度計を埋設して早期発見に努める。

4） 要所（特に風門）での負圧測定強化。

5） 排水不良箇所の早期整備。

４－２－２　プロジェクト側で行う安全対策

（1）入坑手続き

1） 入坑申請

　入坑者は事前に下記事項を明記した申請書を作成し、チーフアドバイザー及びプロ

ジェクトマネージャーまたはサブプロジェクトマネージャー連名宛の申請書を提出し、

認可を得るものとする。

1） 入坑日時　　2） 入坑者氏名（日本側・インドネシア側）　　3） 入坑目的及

び内容　　4） 入坑場所及び入・昇坑経路　　5） 所要時間（入坑～昇坑）

2） 認可

　申請を受けたチーフアドバイザー及びプロジェクトマネージャーまたはサブプロ

ジェクトマネージャーは、当該入坑の内容及び必要性につき協議のうえ；

・不要或いは坑外での代替手段をとり得ると判断した場合には、その旨伝え変更を

指示する。

・坑内入坑が妥当と判断された場合、チーフアドバイザー及びプロジェクトマネー

ジャーまたはサブプロジェクトマネージャー（どちらか一方でも可）は担当専門

家及びＣ／Ｐ責任者とともに事前に当該現場及び入昇坑経路の安全確認を行い、

安全性の見地より必要があれば、場所及び作業内容の変更を指示のうえ、実施を

認可する。

（2）入坑者のとるべき安全対策

1） 入坑者は、入坑前教育を実施しオンビリン炭鉱の保安管理者または保安責任者より

入坑場所、危険・注意事項、装着品の機能確認・使用方法等の説明を受けるものとす

る。

2） 入坑にあたっては、必ずオンビリン炭鉱の保安または現場責任者の先導で行うもの

とする。
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3）入坑にあたっては、以下の装着品の機能を事前に確認のうえ、装着するものとする。

・防じんマスク

・ガス検定器

・酸素発生自己救命器

4） 坑内における実作業は基本的には行わないものとする。

（3）その他の安全対策

1） 炭鉱休業日の翌日（月曜日等）の入坑はなるべく避ける。

2） 重機運搬経路への入坑は避ける。

3） 技術協力に関連するオンビリン炭鉱関係者に対しては、Ｃ／Ｐ経由で保安教育を行

う。

（4）安全保安委員会（仮称）

　下記のメンバーを委員とする安全保安委員会を設置し、定期的に委員会を開催し、プ

ロジェクト遂行のため最大限の安全性を確立するものとする。

プロジェクトサイト：日本側（チーフアドバイザー、調整員、保安担当専門家）

　　　　　　インドネシア側（プロジェクトマネージャーまたはサブプロジェクト

　　　　　　　　　　　　　　マネージャー、Ｃ／Ｐ保安関係責任者）

オンビリン炭鉱：炭鉱長、保安管理責任者

※プロジェクトの月間入坑予定表を委員会に提出する。

※坑内安全確保のための情報交換を必要に応じて実施する。（保安日誌・坑内状況・計

画等）

４－２－３　入坑時にオンビリン炭鉱の行う安全対策

1） 保安管理者または保安責任者による入坑者への坑内状況・危険個所等の説明。

2） 保安または現場責任者による入坑者の先導。
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